
 

   国立大学法人熊本大学職員の初任給、昇格、昇給等の基準 

 

 (総則) 

第１条 国立大学法人熊本大学職員給与規則(平成１６年４月１日制定。以下「職員給与規

則」という。)第４条第４項の規定による職員の職務の級についての標準的な職務の内容、

職務の級及び号給を決定する場合の基準等については、別に定める場合を除き、この基準

の定めるところによる。 

 (定義) 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 職員 職員給与規則第４条第２項の基本給表(以下「基本給表」という。)のうちいず

れかの基本給表の適用を受ける者をいう。 

 (2) 昇格 職員の職務の級を同一の基本給表の上位の職務の級に変更することをいう。 

 (3) 降格 職員の職務の級を同一の基本給の下位の職務の級に変更することをいう。 

 (4) 経験年数 職員が職員として同種の職務に在職した期間(第６条の規定によりその年

数に換算された年数を含む。)をいう。 

 (5) 必要経験年数 職員の職務の級を決定する場合に必要な経験年数をいう。 

 (6) 在級年数 職員が同一の職務の級(職員給与規則附則第２項の適用を受ける職員のう

ち平成１６年４月１日に昇格する者は平成１６年３月３１日に受けていた一般職の職

員の給与に関する法律(昭和２５年法律第９５号。以下「給与法」という。)による俸

給表の級を受けていた期間を在級年数とし、給与法による俸給表の級と同数の基本給

表の級を受けている者は、給与法による俸給表の級を受けていた期間を通算するもの

とする。)に引き続き在職した年数をいう。 

 (7) 必要在級年数 職員の職務の級を決定する場合に必要な１級下位の職務の級におけ

る在級年数をいう。 

(8) 総合職(院卒)  国家公務員採用総合職試験(院卒者試験)をいう。 

(9) 総合職(大卒)  国家公務員採用総合職試験(大卒程度試験)(平成 24 年 2 月 1 日前に

告知された国家公務員採用Ⅰ種試験及びこれに相当する次に掲げる採用試験を含む。)

をいう。 

イ 外務公務員採用Ⅰ種試験 

ロ 国家公務員採用上級甲種試験 

ハ 外務公務員採用上級試験 

ニ 青少年矯正職員・保護観察職員採用上級甲種試験 

ホ 国立学校図書専門職員採用上級甲種試験 

(10) 一般職(大卒)  国家公務員採用一般職試験(大卒程度試験)(平成 24 年 2 月 1 日前に

告知された国家公務員採用Ⅱ種試験及びこれに相当する次に掲げる採用試験を含む。)

をいう。 

イ 法務教官採用試験 

ロ 外務省専門職員採用試験(昭和 60 年 3 月 1 日以後に告知された試験に限る。) 

ハ 航空管制官採用試験(昭和 60 年 3 月 1 日以後に告知された試験に限る。) 

(11) 一般職(高卒)  国家公務員採用一般職試験(高卒者試験)及び国家公務員採用一般職

試験(社会人試験(係員級))(平成 24 年 2 月 1 日前に告知された国家公務員採用Ⅲ種試験

及びこれに相当する次に掲げる採用試験を含む。)をいう。 

イ 皇宮護衛官採用試験 

ロ 刑務官採用試験 

ハ 入国警備官採用試験 

ニ 航空保安大学校学生採用試験 

ホ 海上保安大学校学生採用試験 

ヘ 海上保安学校学生採用試験 



 

ト 気象大学校学生採用試験 

チ 国家公務員採用初級試験 

(12) 専門職(大卒一群)  国税専門官採用試験及び労働基準監督官採用試験(平成 24 年 2

月 1日前に告知された国税専門官採用試験及び労働基準監督官採用試験並びに国家公務

員採用上級乙種試験及びこれに相当する次に掲げる採用試験を含む。)をいう。 

イ 青少年矯正職員・保護観察職員採用上級乙種試験 

ロ 国立学校図書専門職員採用上級乙種試験 

(13) 専門職(大卒二群)  次に掲げる採用試験(平成 24 年 2 月 1 日以後に告知された試験

に限る。次号において同じ。)をいう。 

イ 皇宮護衛官採用試験(大卒程度試験) 

ロ 法務省専門職員(人間科学)採用試験 

ハ 外務省専門職員採用試験 

ニ 財務専門官採用試験 

ホ 食品衛生監視員採用試験 

ヘ 航空管制官採用試験 

(14) 専門職(高卒) 次に掲げる採用試験をいう。 

イ 皇宮護衛官採用試験(高卒程度試験) 

ロ 刑務官採用試験 

ハ 入国警備官採用試験 

ニ 税務職員採用試験 

ホ 航空保安大学校学生採用試験 

ヘ 海上保安大学校学生採用試験 

ト 海上保安学校学生採用試験 

チ 気象大学校学生採用試験 

 (15) Ｂ種 国家公務員採用中級試験及びこれに相当する次に掲げる採用試験をいう。 

イ 外務省専門職員採用試験(昭和 60 年 3 月 1 日前に告知された試験に限る。) 

ロ 航空管制官採用試験(昭和 60 年 3 月 1 日前に告知された試験に限る。) 

ハ 外務公務員採用中級試験 

ニ 外務省語学研修員採用試験 

ホ 国立学校図書専門職員採用中級試験 

 (級別標準職務) 

第３条 職員給与規則第４条第４項に規定する職務の級の分類の基準となるべき標準的な

職務の内容は、別表第１に定める級別標準職務表のとおりとし、同表に掲げる職務とその

複雑、困難及び責任の度が同程度の職務は、それぞれの職務の級に分類されるものとする。 

 (級別資格基準表) 

第４条 職員の職務の級を決定する場合に必要な資格は、この基準において別に定める場合

を除き、別表第２に定める級別資格基準表(以下「級別資格基準表」という。)のとおりと

する。 

 (級別資格基準表の適用方法) 

第５条 級別資格基準表は、その者に適用される基本給表の別に応じ、かつ、職種欄の区分

又は試験欄の区分及び学歴免許等欄の区分に応じて適用する。この場合において、それぞ

れの区分に対応する同表の職務の級欄に定める上段の数字は当該職務の級に決定するた

めの必要在級年数を、下段の数字は当該職務の級に決定するための必要経験年数を示す。 

２ 級別資格基準表の試験欄の採用試験の区分は次に掲げる職員に適用し、同欄のその他の

区分はその他の職員に適用する。ただし、同表に別段の定めがある場合は、その定めると

ころによる。 

(1) 総合職(院卒)、総合職(大卒)、一般職(大卒)、一般職(高卒)、専門職(大卒一群)、専

門職(大卒二群)、専門職(高卒)、Ｂ種、九州地区国立大学法人等職員採用試験、学長が

特に認める試験(大卒)又は学長が特に認める試験(高卒)(以下「採用試験」という。)の



 

結果に基づいて職員となった者 

 (2) 前号に該当し、その後人事交流等により引き続いて国家公務員、地方公務員、公庫の

予算及び決算に関する法律(昭和 26 年法律第 99 号)第 1 条に規定する公庫(以下「公庫」

という。)に勤務する者、国立大学法人法(平成 15 年法律第 112 号)による国立大学及び

大学共同利用機関の職員、独立行政法人国立高等専門学校機構法(平成 15 年法律第 113

号)による国立高等専門学校の職員、本学の役員、国立大学法人熊本大学職員退職手当

規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 10 条により在職期間として通算する「国等の機関」の

職員となり、引き続きそれらの者として勤務した後、引き続いて職員となった者及び正

規の試験の結果に基づいて行政執行法人に勤務する者となり、引き続き当該者として勤

務した後、引き続いて職員となった者 

３ 級別資格基準表の学歴免許等欄の区分は、職員の有する最も新しい学歴免許等の資格に

応じて適用するものとし、当該学歴免許等欄の学歴免許等の区分に属する学歴免許等の資

格については、同表において別に定める場合を除き、別表第３に定める学歴免許等資格区

分表(以下「学歴免許等資格区分表」という。)に定めるところによる。ただし、職員の有

する最も新しい学歴免許等の資格以外の資格によることがその者に有利である場合には、

その資格に応じた区分によることができる。 

４ 前項の場合において、その者に適用される級別資格基準表の職種欄の区分又は試験欄の

区分に対応する学歴免許等欄の最も低い学歴免許等の区分よりも下位の区分に属する学

歴免許等の資格のみを有する職員に対する同表の学歴免許等欄の適用については、その最

も低い学歴免許等の区分による。 

 (経験年数の起算及び換算) 

第６条 級別資格基準表を適用する場合における職員の経験年数は、同表の学歴免許等欄の

区分の適用に当たって用いるその者の学歴免許等の資格を取得した時以後の経験年数に

よる。 

２ 級別資格基準表の学歴免許等欄の区分の適用に当たって用いる学歴免許等の資格を取

得した時以後の職員の経歴のうち、職員として同種の職務に在職した年数以外の年数につ

いては、別表第４に定める経験年数換算表に定めるところにより職員として同種の職務に

在職した年数に換算することができる。ただし、これによりがたい場合は国立大学法人熊

本大学の長(以下「学長」という。)が別に定める基準によることができる。 

 (経験年数の調整) 

第７条 職員に適用される級別資格基準表の学歴免許等欄の区分に対して別表第５に定め

る修学年数調整表(以下「修学年数調整表」という。)に加える年数又は減ずる年数が定め

られている学歴免許等の資格を有する者については、前条の規定によるその者の経験年数

にその年数を加減した年数をもって、その者の経験年数とする。 

 (経験年数の取扱いの特例) 

第８条 級別資格基準表の備考に別段の定めがある場合における経験年数の取扱いについ

ては、前２条の規定にかかわらず、その定めるところによる。 

 (新たに職員となった者の職務の級) 

第９条 新たに職員となった者の職務の級は、その職務に応じ、かつ、級別資格基準表に定

めるところにより決定するものとする。 

２ 前項に掲げる者で、部内の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、級別資

格基準表に定める必要経験年数を別に定めることができるものとする。 

 (新たに職員となった者の号給) 

第１０条 新たに職員となった者の号給は、前条の規定により決定された職務の級の号給が

別表第６に定める初任給基準表(以下「初任給基準表」という。)に定められているときは

当該号給とし、当該職務の級の号給が同表に定められていないときは同表に定める号給を

基礎としてその者の属する職務の級に昇格、又は降格したものとした場合に第１９条第１

項又は第 20 条第 1 項の規定により得られる号給とする。ただし、初任給基準表の職種欄

若しくは試験欄にその者に適用される区分の定めのない者又はその者に適用される同表



 

のこれらの欄の区分に対応する学歴免許等欄の最も低い学歴免許等の区分よりも下位の

区分に属する学歴免許等の資格のみを有する者の号給は、その者の属する職務の級の最低

の号給とする。 

２ 職務の級の最低限度の資格を超える学歴免許等の資格又は経験年数を有する職員の号

給については、前項の規定にかかわらず、第１２条から第１６条までに定めるところによ

り、初任給基準表に定める号給を調整し、又はその者の号給を前項の規定による号給より

上位の号給とすることができる。 

 (初任給基準表の適用方法) 

第１１条 初任給基準表は、その者に適用される基本給表の別に応じ、かつ、職種欄の区分

又は試験欄の区分(職種欄の区分及び試験欄の区分に定めがあるものにあっては、それぞ

れの区分)及び学歴免許等欄の区分に応じて適用する。 

２ 初任給基準表の試験欄の区分の適用については、第５条第２項の規定の例によるものと

し、同表の学歴免許等欄の区分の適用については、同表において別に定める場合を除き、

学歴免許等資格区分表に定める区分によるものとする。 

 (学歴免許等の資格による号給の調整) 

第１２条 新たに職員となった者のうち、その者に適用される初任給基準表の学歴免許等欄

の学歴免許等の区分に対して修学年数調整表に加える年数が定められている学歴免許等

の資格を有する者で当該学歴免許等の資格を取得するに際し、その者の職務に直接有用な

知識又は技術を修得したと認めるものに対する初任給基準表の適用については、その者に

適用される同表の初任給欄に定める号給の号数にその加える年数(１年未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた年数)の数に 4 を乗じて得た数を加えて得た数を号数とする号

給をもって、同欄の号給とすることができる。 

２ 初任給基準表の試験欄の「採用試験」の区分の適用を受ける者に対する前項の規定の適

用については、その区分に応じ、「総合職(院卒)」にあっては「修士課程修了」、「総合

職(大卒)」、「一般職(大卒)」、「専門職(大卒一群)」、「専門職(大卒二群)」、「九州

地区国立大学法人等職員採用試験」及び「学長が特に認める試験(大卒)」にあっては「大

学卒」の区分、「Ｂ種」にあっては「短大卒」の区分、「一般職(高卒)」、「専門職(高卒)」

及び「学長が特に認める試験(高卒)」にあっては「高校卒」の区分が同表の学歴免許等欄

に掲げられているものとみなす。 

 (経験年数を有する者の号給) 

第１３条 新たに職員となった次の各号に掲げる者のうち当該各号に定める経験年数を有

する者の号給は、第 10 条第 1 項の規定による号給(前条第 1 項の規定の適用を受ける者に

あっては、同項の規定による号給。以下この項において「基準号給」という。)の号数に、

当該経験年数の月数を 12 月(その者の経験年数のうち 5 年を超える経験年数(第 2 号又は

第 4 号に掲げる者で必要経験年数が 5 年以上の年数とされている職務の級に決定された

ものにあっては当該各号に定める経験年数とし、職員の職務にその経験が直接役立つと認

められる職務であって、その者の職務と同種の職務(職員として在職したものに限る。)又

はその職務以外の職務に在職した年数を経験年数換算表に定めるところにより 100 分の

100の換算率によって換算した場合における当該職務に従事した期間のある職員の経験年

数を除く。)の月数については、18 月)で除した数(1 未満の端数があるときは、これを切

り捨てた数)に別表第 8 に定める昇給号給数表の C 欄の上段に掲げる号給数を乗じて得た

数を加えて得た数を号数とする号給(その者の経験年数の月数のすべてを 12 月で除すこ

ととされる者(一般職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 7 級以上である

もの又は第 29 条各号に掲げる職員となった者を除く。)で、端数の月数が 9 月以上となる

もののうち、他の職員との均衡上必要があると認められるものであるときは 3 を加えて得

た数を号数とする号給)とすることができる。 

(1) 第 5条第 2項第 1号に掲げる者 その者の採用の基礎となった試験に合格した時以後

の経験年数又はその者に適用される初任給基準表の試験欄の「採用試験」の区分に応じ、

「総合職(院卒)」にあっては「修士課程修了」、「総合職(大卒)」、「一般職(大卒)」、



 

「専門職(大卒一群)」、「専門職(大卒二群)」、「九州地区国立大学法人等職員採用試

験」及び「学長が特に認める試験(大卒)」にあっては「大学卒」の区分、「Ｂ種」にあ

っては「短大卒」の区分、「一般職(高卒)」、「専門職(高卒)」及び「学長が特に認め

る試験(高卒)」にあっては「高校卒」の区分に属する学歴免許等の資格(前条第 1 項の

規定の適用を受ける者にあっては、その適用に際して用いられる学歴免許等の資格)を

取得した時以後の経験年数 

 (2) 第５条第２項第２号に掲げる者 級別資格基準表に定めるその職務の級についての

必要経験年数を超える経験年数 

 (3) 前２号又は次号に該当する者以外の者 初任給基準表の適用に際して用いられるそ

の者の学歴免許等の資格(前条第１項の規定の適用を受ける者にあっては、その適用に

際して用いられる学歴免許等の資格)を取得した時以後の経験年数 

 (4) 第１号及び第２号に該当する者以外の者で基準号給が職務の級の最低の号給である

者 級別資格基準表に定めるその職務の級についての必要経験年数を超える経験年数 

２ 新たに職員となった者のうち、その者に適用される初任給基準表の学歴免許等欄の学歴

免許等の区分に対して修学年数調整表に加える年数が定められている学歴免許等の資格

を有する者で前条第１項の規定の適用を受けないものに対する前項の規定の適用につい

ては、前条第１項の規定の適用を受けるものとした場合のその適用に際して用いられる学

歴免許等の資格を取得した時以後の経験年数の年数と同項の規定による加える年数を合

算した年数をもって、前項各号に定める経験年数とする。 

３ 第１項の規定を適用する場合における職員の経験年数の取扱いについては、前２項に定

めるもののほか第６条から第８条までの規定を準用する。 

 (下位の区分を適用する方が有利な場合の号給) 

第１４条 前２条の規定による号給が、その者に適用される初任給基準表の試験欄の区分よ

り初任給の号給が下位である試験欄の区分(その他の区分を含み、当該適用される試験欄

の区分が「一般職(大卒)」又は「専門職(大卒二群)」の区分である場合は「Ｂ種」の区分

は含まないものとする。)を用い、又はその者の有する学歴免許等の資格のうちの下位の

資格のみを有するものとしてこれらの規定を適用した場合に得られる号給に達しない職

員については、当該下位の区分を用い、又は当該下位の資格のみを有するものとしてこれ

らの規定を適用した場合に得られる号給をもって、その者の号給とすることができる。 

(人事交流等により採用した場合の号給) 

第１５条 次に掲げる者から人事交流等により引き続いて職員となった者の号給について、

前２条の規定による場合には著しく部内の他の職員との均衡を失すると認められるとき

は、これらの規定にかかわらず、次項から第 8 項までの規定により決定することができ

る。 

 (1) 国有林野事業を行う国の経営する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法の適

用を受ける職員 

 (2) 地方公務員 

 (3) 国立大学法人熊本大学職員退職手当規則(平成１６年４月１日制定)第１０条により在職

期間として通算する「国等の機関」の職員 

 (4) 国立大学法人法による国立大学及び大学共同利用機関の職員又は独立行政法人国立高等

専門学校機構法による国立高等専門学校の職員 

 (5) 本学の役員(常時勤務に服することを要しない者を除く。) 

 (6) 法令の規定により任期が定められている職員でその任期が満了したもの 

 (7) 学長が前各号に掲げる者に準ずる者として認める者 

２ 級別資格基準表において「別に定める」こととされている職務の級(以下「承認級等」とい

う。)に、かつて属していた職員又は平成１６年３月３１日以前に当時の人事院規則９－８(初

任給、昇格、昇給等の基準)別表第２の級別資格基準表において別に定めることとされている

職務の級に、かつて在職していた者のうち、人事交流等により、異動し、又は退職し、引き続

いて前項各号に掲げる者(非常勤である者を除く。以下「地方公務員等」という。)となり、か



 

つ、地方公務員等として引き続き在職した後引き続いて再び職員となった者の職務の級につ

いては、級別資格基準表に定める資格基準に従ったものとして第９条の規定により当該異動

又は退職前に属していた職務の級に決定することができる。 

３ 人事院規則 9－8－57(人事院規則 9－8(初任給、昇格、昇給等の基準)の一部を改正する

人事院規則)による改正前の人事院規則 9－8 別表第 2 の級別資格基準表において別に定

めることとされている職務の級に属していた者のうち、平成 18 年 3 月 31 日以前において

人事交流等により、異動し、又は退職し、引き続いて地方公務員等となり、かつ、地方公

務員等として引き続き在職した後引き続いて同年 4 月 1 日以降、再び職員となった者の職

務の級については、級別資格基準表に定める資格基準に従ったものとして第 9 条の規定に

より当該異動又は退職前に属していた職務の級に対応する一般職の職員の給与に関する

法律等の一部を改正する法律(平成 17 年法律第 113 号)附則別表第 1 の新級欄に掲げる職

務の級に決定することができる。 

４ かつて職員であった者(平成１６年３月３１日以前は一般職の国家公務員(非常勤を除く。)

であった者を含む。以下「かつて職員であった者」という。)のうち、人事交流等により異動

し、又は退職し、引き続いて地方公務員等となり、かつ、地方公務員等として引き続き在職し

た後、引き続いて再び職員となった者に対して第９条第１項の規定を適用する場合において、

部内の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、同条第２項の規定により、級別資

格基準表に定める必要経験年数に１００分の８０以上１００分の１００未満の割合を乗じて

得た年数をもって、級別資格基準表の必要経験年数とすることができる。 

５ かつて職員であった者のうち、人事交流等により、異動し、又は退職し、引き続いて地

方公務員等となり、かつ、地方公務員等として引き続き在職した後引き続いて再び職員と

なった者の号給については、当該異動又は退職がなく継続して職員であったものとして、

当該異動又は退職の直前に受けていた号給(当該異動又は退職の日が平成 18 年 3 月 31 日

以前である者にあっては、その直前に受けていた号給又は基本給月額及び当該号給又は基

本給月額に係る次期昇給予定の時期)を基礎とし、かつ、部内の他の職員との均衡及びそ

の者の従前の勤務成績を考慮しつつ昇格、昇給等の規定を適用して再計算(当該異動又は

退職が平成 16 年 3 月 31 日以前の場合は、当該異動又は退職時に適用されていた給与法第

6 条第 1 項に規定する俸給表(以下「俸給表」という。)及び一般職の国家公務員として適

用される規則等を準用し、平成 16 年 4 月 1 日に職員給与規則附則第 2 項及び第 3 項によ

り基本給表へ切替等を行い再計算を行う。)した場合に、その者が再び職員となった日に

受けることとなる号給を超えない範囲内で決定することができる。この場合において、そ

の者が当該異動又は退職の直前に適用されていた基本給表(当該異動又は退職が平成 16

年 3 月 31 日以前の場合は、「当該異動又は退職の直前に適用されていた基本給表」を「当

該異動又は退職の直前に適用されていた俸給表を職員給与規則附則第 2 項により切り替

えた基本給表」と読み替えるものとする。)と異なる基本給表を適用される職員となった

ときは、当該異動又は退職の直前に再び職員となった日に適用を受ける基本給表への異動

があったものとして取り扱うものとする。 

６ 前項の規定により号給を決定された職員の当該号給決定の日後の最初の昇格について、

その者の経験年数が昇格させようとする職務の級についての級別資格基準表に定める必

要経験年数(ただし、勤務成績が特に良好である職員については、当該年数に 100 分の 80

以上 100 分の 100 未満の割合を乗じて得た年数とすることができる。)に達しており、か

つ、その者が昇格前の職務の級に在級している期間と号給を決定する際の計算の過程にお

いて当該職務の級に決定されるとみなされた日以後の期間(異動又は退職前の当該職務の

級に在級した期間を含む。)とを合算した期間が 1 年以上あるときは、第 17 条第 4 項ただ

し書の規定によりその者を昇格させることができる。 

７ 第 4 項、第 5 項前段及び前項の規定は、地方公務員等(かつて職員であった者で、人事

交流等により、異動し、又は退職し、引き続いて地方公務員等となったものを除く。)か

ら人事交流等により、引き続いて職員となった者の号給の決定等について準用する。この

場合において、第 4 項及び第 5 項前段中「かつて職員であった者のうち、人事交流等によ



 

り、異動し、又は退職し、引き続いて地方公務員等となり、かつ、地方公務員等として引

き続き在職した後引き続いて再び職員となった者」とあるのは、「地方公務員等(かつて

職員であった者で、人事交流等により、異動し、又は退職し、引き続いて地方公務員等と

なったものを除く。)から人事交流等により、引き続いて職員となった者」と、同項前段

中「当該異動又は退職がなく継続して職員であったものとして、当該異動又は退職の直前

に受けていた号給(当該異動又は退職の日が平成 18 年 3 月 31 日以前である者にあって

は、その直前に受けていた号給又は基本給月額及び当該号給又は基本給月額に係る次期昇

給予定の時期)」とあるのは「新たに地方公務員等となった時から新たに職員となった時

の職務と同種の職種に引き続き在職したものとみなして、新たに地方公務員等となった時

に新たに職員となったものとした場合に受けることとなる初任給」と、「適用して再計算」

とあるのは「適用」と、「が再び」とあるのは「が新たに」と、第 6 項中「期間(異動又

は退職前の当該職務の級に在級した期間を含む。)」とあるのは「期間」と読み替えるも

のとする。 

８ 前３項の規定により号給の決定又は昇格を行った場合は、その計算の過程等を明確にし、そ

の内容を適切に把握しておくものとする。 

 (特殊の職に採用する場合等の号給) 

第１６条 次に掲げる場合において、号給の決定について第１３条又は第１４条の規定によ

る場合にはその採用が著しく困難になると認められるときは、これらの規定にかかわら

ず、その者の号給を決定することができる。 

 (1) 顕著な業績等を有する者をもって充てる必要のある教授、准教授等の職種に職員を採

用しようとする場合 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、特殊の技術、経験等を必要とする職種に職員を採用しよう

とする場合 

 (昇格) 

第１７条 職員を昇格させる場合には、その職務に応じ、かつ、その職務の級について級別

資格基準表に定める必要経験年数又は必要在級年数を有している者についてその者の属

する職務の級を１級上位の職務の級に決定するものとする。 

２ 前項の規定により職員を昇格させる場合には、その者の勤務成績が良好であることが明

らかでなければならない。 

３ 勤務成績が特に良好である職員に対する第 1 項の規定の適用については、級別資格基準

表に定める必要経験年数又は必要在級年数に１００分の８０以上１００分の１００未満

の割合を乗じて得た年数をもって、それぞれ同表の必要経験年数又は必要在級年数とする

ことができる。 

４ 第１項の規定による昇格は、現に属する職務の級に１年以上在級していない職員につい

ては行うことができない。ただし、職務の特殊性等によりその在級する年数が１年に満た

ない者を特に昇格させる必要がある場合は、この限りでない。 

 (上位資格の取得等による昇格) 

第１８条 職員が級別資格基準表の学歴免許等欄の区分を異にする学歴免許等の資格を取

得し、又は同表に異なる資格基準の定めのある職種欄の区分の適用を受けることとなった

等の結果、上位の職務の級に決定される資格を有するに至った場合には、前条の規定にか

かわらず、その資格に応じた職務の級に昇格させることができる。 

 (昇格の場合の号給) 

第１９条 職員を昇格させた場合におけるその者の号給は、その者に適用される基本給表の

別に応じ、かつ、昇格した日の前日に受けていた号給に対応する別表第 7 に定める昇格時

号給対応表の昇格後の号給欄に定める号給とする。 

２ 前 2 条の規定により職員を昇格させた場合で当該昇格が 2 級以上上位の職務の級への

昇格であるときにおける前項の規定の適用については、それぞれ 1 級上位の職務の級への

昇格が順次行われたものとして取り扱うものとする。 

３ 前条の規定により職員を昇格させた場合において、前 2 項の規定によるその者の号給が



 

新たに職員となったものとした場合に初任給として受けるべき号給に達しないときは、前

2 項の規定にかかわらず、その者の号給を当該初任給として受けるべき号給とすることが

できる。 

４ 降格した職員を当該降格後最初に昇格させた場合におけるその者の号給は、前 3 項の規

定にかかわらず、昇格した日の前日に受けていた号給と同じ額の号給(同じ額の号給がな

いときは、直近上位の額の号給)とする。 

 (降格の場合の号給) 

第２０条 職員を降格させた場合におけるその者の号給は、降格した日の前日に受けていた

号給と同じ額の号給(同じ額の号給がないときは、直近下位の額の号給)とする。 

２ 職員を降格させた場合で当該降格が２級以上下位の職務の級への降格であるときにお

ける前項の規定の適用については、それぞれ１級下位の職務への降格が順次行われたもの

として取り扱うものとする。 

３ 前２項の規定により職員の号給を決定することが著しく不適当であると認められる場

合には、これらの規定にかかわらず、その者の号給を決定することができる。 

 (初任給基準又は基本給表の適用を異にする異動の場合の職務の級) 

第２１条 職員を初任給基準又は基本給表の適用を異にして他の職務に異動させる場合、又

は、職員給与規則附則第２項に規定する承継職員のうち、同項により平成１６年４月１日

に職員給与規則第４条第２項に規定する基本給表に切り替えることができない場合にお

けるその者の職務の級は、その異動後の職務に応じ、級別資格基準表に定める資格基準に

従い、昇格させ、降格させ、又は引き続き従前の職務の級にとどまらせて決定するものと

する。 

２ 勤務成績が特に良好である職員に対する前項の規定の適用については、級別資格基準表

に定める必要経験年数又は必要在級年数１００分の８０以上１００分の１００未満の割

合を乗じて得た年数をもって、それぞれ同表の必要経験年数又は必要在級年数とすること

ができる。 

 (初任給基準又は基本給表の適用を異にする異動をした職員の号給) 

第２２条 前条第１項に規定する異動をした職員の当該異動後の号給は、次の各号に掲げ 

る区分に応じ、当該各号に定める号給とする。 

 (1) 次号及び第３号に該当する者以外の者 新たに職員となったとき(平成１６年３月３

１日において、給与法の適用を受けていた者(非常勤であった者を除く)で、平成１６年

４月１日に国立大学法人熊本大学職員(以下「本学職員」という。)となった者は、給与

法の適用(非常勤を除く。)を受けたとき)(免許等を必要とする職務に異動した者にあつ

ては、その免許等を取得したとき)から異動後の職務と同種の職務に引き続き在職した

ものとみなしてそのときの初任給を基礎とし、かつ、部内の他の職員との均衡及びその

者の従前の勤務成績を考慮して昇格、昇給等の規定(新たに職員となったときが平成１

６年３月３１日以前となる場合にあっては当該採用時に適用されていた俸給表及び一

般職の国家公務員として適用される規則等を準用し平成１６年４月１日に職員給与規

則附則第２項及び第３項により基本給表へ切替等を行い再計算を行い、新たに職員とな

ったときが平成１８年３月３１日以前となる場合にあっては、平成１８年４月１日に国

立大学法人熊本大学職員給与規則の一部を改正する規則(平成１８年３月２３日制定。

以下「平成１８年改正給与規則」という。)附則第２条及び第３条により切替等を行う。)

を適用した場合に異動の日に受けることとなる号給 

 (2) 教務職員から助教又は助手となった者 新たに職員となったとき(平成１６年３月３

１日において、給与法の適用を受けていた者(非常勤であった者を除く)で、引き続き平

成１６年４月１日に本学職員となった者は、給与法の適用(非常勤を除く。)を受けたと

き)から助教又は助手の職務と同種の職務に引き続き在職したものとみなしてそのとき

の初任給を基礎とし、かつ、部内の他の職員との均衡及びその者の従前の勤務成績を考

慮して昇格、昇給等の規定(新たに職員となった時が平成１６年３月３１日以前となる

場合にあっては当該採用時に適用されていた俸給表及び一般職の国家公務員として適



 

用される規則等を準用し平成１６年４月１日に職員給与規則附則第２項及び第３項に

より基本給表へ切替等を行い再計算を行い、新たに職員となったときが平成１８年３月

３１日以前となる場合にあっては、平成１８年４月１日に平成１８年改正給与規則附則

第２条及び第３条により切替等を行う。)を適用し異動の日の前日における号給の号数

に４の号数を加えて得られる号数の号給 

 (3) 助教又は助手から教務職員となった者 新たに職員となったとき(平成１６年３月３

１日において、給与法の適用を受けていた者(非常勤であった者を除く)で、引き続き平

成１６年４月１日に本学職員となった者は、給与法の適用(非常勤を除く。)を受けたと

き)から教務職員の職務と同種の職務に引き続き在職したものとみなしてそのときの初

任給を基礎とし、かつ、部内の他の職員との均衡及びその者の従前の勤務成績を考慮し

て昇格、昇給等の規定(新たに職員となった時が平成１６年３月３１日以前となる場合

にあっては当該採用時に適用されていた俸給表及び一般職の国家公務員として適用さ

れる規則等を準用し平成１６年４月１日に職員給与規則附則第２項及び第３項により

基本給表へ切替等を行い再計算を行い、新たに職員となったときが平成１８年３月３１

日以前となる場合にあっては平成１８年４月１日に平成１８年改正給与規則附則第２

条及び第３条により切替等を行う。)を適用し異動の日の前日における号給の号数から

４の号数を減じて得られる号数の号給 

２ 前項の規定によるその者の号給が新たに職員となったものとした場合に初任給として

受けるべき号給に達しないときは、同項の規定にかかわらず、当該初任給として受けるべ

き号給をもって、その者の異動後の号給とすることができる。 

第２３条 削除 

第２４条 削除 

第２５条 削除 

第２６条 削除 

 (昇給日) 

第２７条  職員給与規則第 11 条第 1 項の別に定める日は、第 32 条に定めるものを除き、毎

年 1 月 1 日(以下「昇給日」)という。)とする。 

  (勤務成績の証明) 

第２８条   職員給与規則第 11 条第 1 項の規定による昇給(第 32 条に定めるところにより

行うものを除く。第 30 条において同じ。)は、当該職員の勤務成績について、その者の職

務について監督する地位にある者の証明(その者の勤務成績を判定するに足ると認められ

る事実に基づいて行う証明をいう。)を得て行わなければならない。この場合において、

当該証明が得られない職員は昇給しない。 

  (一般職基本給表(一)の 7 級以上の職員に相当する職員) 

第２９条  職員給与規則第 11 条第 2 項の別に定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1) 教育職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 5 級以上であるもの 

 (2) 教育職基本給表(二)の適用を受ける職員でその職務の級が 4 級以上であるもの 

 (3) 教育職基本給表(三)の適用を受ける職員でその職務の級が 4 級以上であるもの 

 (4) 医療職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 7 級以上であるもの 

 (5) 医療職基本給表(二)の適用を受ける職員でその職務の級が 6 級以上であるもの 

 (昇給区分及び昇給の号給数) 

第３０条 職員の勤務成績(教育職基本給表(一)の適用を受ける職員のうち教授、准教授、

講師及び助教にあっては、業績評価の結果及び勤務成績。第 1 号から第 5 号までにおいて

同じ。)に応じて決定される昇給の区分(以下「昇給区分」という。)は、第 28 条に規定す

る勤務成績の証明(教育職基本給表(一)の適用を受ける職員のうち教授、准教授、講師及

び助教にあっては、国立大学法人熊本大学教員業績評価要項(令和元年 12 月 26 日制定)第

5 条第 1 項の業績評価区分及び第 28 条に規定する勤務成績の証明)に基づき、当該職員が

次の各号に掲げる職員のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める昇給区分に決定す

るものとする。この場合において、第 4 号又は第 5 号に掲げる職員に該当するか否かの判



 

断は、次項及び第 3 項に定めるところにより行うものとする。 

 (1) 勤務成績が極めて良好である職員 A 

 (2) 勤務成績が特に良好である職員 B 

 (3) 勤務成績が良好である職員 C 

 (4) 勤務成績がやや良好でない職員 D 

 (5) 勤務成績が良好でない職員 E 

２  次に掲げる職員は、前項第 4 号に掲げる職員に該当するものとして取り扱うものとす

る。 

(1) 昇給日前 1 年間(当該期間の中途において新たに職員となった者にあっては、新たに

職員となった日から昇給日の前日までの期間。以下「基準期間」という。)において、

減給の処分(その対象となった事実の勤務成績に及ぼす影響の程度が軽微であると認め

られるものに限る。)又は戒告の処分(次項第 1 号に規定するものを除く。)を受けた職

員 

(2) 基準期間において、訓告その他の矯正措置の対象となる事実(勤務成績に及ぼす影響

の程度が軽微であると認められるものを除く。)があった職員 

(3) 基準期間において、3 日以上の日数を正当な理由なく勤務を欠いた職員(勤務を欠い

た時間が 1 日の勤務時間の一部である場合であっても、その回数が 3 回に達するごとに

1 日として取り扱うものとする。次項第 2 号において同じ。) 

(4) 基準期間において、その者の職務について監督する地位にある者から注意、指導等を

受けたにもかかわらず、勤務成績が良好でないことを示す明白な事実が見られた職員又

はこれに相当すると認められる職員 

３  次に掲げる職員は、第 1 項第 5 号に掲げる職員に該当するものとして取り扱うものと

する。 

(1) 基準期間において、停職の処分、減給の処分(前項第 1 号に規定するものを除く。)又

は戒告の処分(その対象となった事実の勤務成績に及ぼす影響の程度が著しいと認めら

れるものに限る。)を受けた職員 

(2) 基準期間において、5 日以上の日数を正当な理由なく勤務を欠いた職員 

(3) 前項第 4 号に掲げる職員でその態様が著しいもの 

4 次の各号に掲げる職員の昇給区分は、第 1 項の規定にかかわらず、当該各号に定める昇

給区分に決定するものとする。 

(1) 次に掲げる事由以外の事由によって基準期間の 6分の 1に相当する期間の日数以上の

日数を勤務していない職員(第 1 項第 5 号に該当する職員及び次号に掲げる職員を除

く。) D 

イ 国立大学法人熊本大学職員の勤務時間、休暇等に関する規則(平成 16 年 4 月 1 日制

定。以下「職員勤務時間等規則」という。)第 11 条に規定する年次有給休暇 

ロ 職員勤務時間等規則第 13 条に規定する病気有給休暇のうち、業務上の負傷若しくは

疾病、通勤による負傷若しくは疾病又は生理日の就業が著しく困難であることによる

もの 

ハ 職員勤務時間等規則第 15 条に規定する特別有給休暇 

二 職員勤務時間等規則第 7 条第 1 項第 1 号から第 5 号までに規定する職務専念義務免

除期間 

ホ 国立大学法人熊本大学職員就業規則(平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「職員就業規則」

という。)第 14 条第 1 項第 1 号に規定する休職のうち、業務上の負傷若しくは疾病又

は通勤による負傷若しくは疾病に係るもの 

へ 職員就業規則第 14 条第 1 項第 3 号又は第 5 号の規定による休職 

ト 職員就業規則第 14 条第 1 項第 4 号に規定する休職のうち、業務上若しくは通勤によ

る災害を受けたと認められるもの 

チ 職員就業規則第 50 条第 1 項に規定する育児休業 

リ 職員就業規則第 50 条第 2 項に規定する育児短時間勤務又は育児時間により勤務をし



 

なかった期間(当該育児短時間勤務又は育児時間に係る子が小学校就学の始期に達す

るまでに限る。) 

ヌ 職員就業規則第 51 条第 1 項に規定する介護休業又は介護短時間勤務若しくは介護時

間により勤務をしなかった期間 

 (2) 前号イからリまでに掲げる事由以外の事由によって基準期間の 2 分の 1 に相当する期

間の日数以上の日数を勤務していない職員 E 

５ 前項の規定により昇給区分を決定することとなる職員について、その者の勤務成績を総

合的に判断した場合に当該昇給区分に決定することが著しく不適当であると学長が認め

るときは、同項の規定にかかわらず、当該昇給区分より上位の昇給区分(A 及び B の昇給

区分を除く。)に決定することができる。 

６ 第 4 項第 1 号の基準期間の 6 分の１に相当する期間の日数及び同項第 2 号の基準期間

の 2 分の１に相当する期間の日数は、職員就業規則第 45 条に規定する休日を除いた現日

数の 6 分の 1 又は 2 分の 1 の日数(その日数に 1 日未満の端数があるときは、これを 1 日

に切り上げた日数)とする。この場合において、職員の勤務しなかった時間のうち 1 時間

を単位とする病気有給休暇等の時間を日に換算するときは、7 時間 45 分をもって 1 日と

し、換算の結果を合計した後に 1 日未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。ただ

し、職員勤務時間等規則第 4 条の規定の適用を受ける者については、日を単位とせず、時

間を単位として取り扱うものとする。 

７ 前各項の規定により昇給区分を決定する職員の総数に占める A 又は B の昇給区分に決

定する職員の数の割合は、A の昇給区分に係るものにあっては 100 分の 5、B の昇給区分

に係るものにあっては 100 分の 20 におおむね合致していなければならない。ただし、次

の各号に掲げる職員にあっては、当該各号に定める割合とする。 

(1) 一般職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 7 級以上であるもの又は

第 29 条各号に掲げる職員 A の昇給区分に係る割合については 100 分の 10、B の昇給

区分に係る割合については 100 分の 30 

(2) 次に掲げる職員(ハからトまでに掲げる職員にあっては、職務の複雑、困難及び責任

の度等を考慮してイに掲げる職員に相当するものに限る。) 100 分の 20(そのうち A の

昇給区分に係る割合については、100 分の 5 以内) 

イ 一般職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 2 級以下であるもの 

ロ 一般職基本給表(二)の適用を受ける職員でその職務の級が 1 級であるもの 

ハ 教育職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 2 級以下であるもの 

ニ 教育職基本給表(二)の適用を受ける職員でその職務の級が 2 級以下であるもの 

ホ 教育職基本給表(三)の適用を受ける職員でその職務の級が 2 級以下であるもの 

ヘ 医療職基本給表(一)の適用を受ける職員でその職務の級が 2 級以下であるもの 

ト 医療職基本給表(二)の適用を受ける職員でその職務の級が 2 級以下であるもの 

８ 職員給与規則第 11 条第 1 項の規定による昇給の号給数は、昇給区分に応じて別表第 8

に定める昇給号給数表に定める号給数とする。 

９ 前年の昇給日後に昇格した職員の昇給の号給数は、前項の規定にかかわらず、部内の他

の職員との均衡を考慮して昇給号給数表の C 欄に定める号給数以下の号給数とする。ただ

し、その者の昇給について、当該号給数とすることが不適当であると認められる特別の事

情がある場合は、この限りでない。 

１０ 前年の昇給日後に新たに職員となった者又は同日後に第 19 条第 3 項、第 22 条第 2 項

若しくは第 35 条の規定により号給を決定された者の昇給の号給数は、前２項の規定にか

かわらず、同項の規定による号給数に相当する数に、その者の新たに職員となった日又は

号給を決定された日から昇給日の前日までの期間の月数(1 月未満の端数があるときは、

これを 1 月とする。)を 12 月で除した数を乗じて得た数(1 未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた数)に相当する号給数とする。 

１１ 前 3 項の規定による号給数が零となる職員は、昇給しない。 

１２ 第 8 項から第 10 項までの規定による昇給の号給数が、昇給日にその者が属する職務



 

の級の最高号給の号数から当該昇給日の前日にその者が受けていた号給(当該昇給日にお

いて職務の級を異にする異動又は第 22 条に規定する異動をした職員にあっては、当該異

動後の号給)の号数を減じて得た数に相当する号給数を超えることとなる職員の昇給号給

数は、第 8 項から第 10 項までの規定にかかわらず、当該相当する号給数とする。 

第３１条 削除 

 (研修、表彰等による昇給) 

第３２条 勤務成績が良好である職員が次の各号のいずれかに該当すると学長が認める場

合には、当該各号に定める日に、職員給与規則第 11 条第 1 項の規定による昇給をさせる

ことができる。 

 (1) 研修に参加し、その成績が特に良好な場合  成績が認定された日から同日の属する  

月の翌月の初日までの日 

 (2) 業務成績の向上、能率増進、発明考案等により職務上特に功績があったことにより、

又は辺地若しくは特殊の施設において極めて困難な勤務条件の下で職務に献身精励し、

業務のため顕著な功労があったことにより表彰又は顕彰を受けた場合 表彰又は顕彰

を受けた日から同日の属する月の翌月の初日までの日 

 (最高号給を受ける職員についての適用除外) 

第３３条 第 24 条から前条までの規定は、職務の級の最高号給を受ける職員には、適用し 

ない。 

第３４条 削除 

 (上位資格の取得等の場合の号給の決定) 

第３５条 職員が新たに職員となったものとした場合に現に受ける号給より上位の号給を

初任給として受けるべき資格を取得した場合(第１９条第３項又は第２２条第２項の規定

の適用を受ける場合を除く。)に該当するときは、その者の号給を当該初任給として受け

るべき号給に決定することができるものとし、この場合の当該初任給として受けるべき号

給については、第１９条第３項に準じて決定することができる。 

 (復職時等における号給の調整) 

第３６条 休職にされた職員が復職し、又は休暇のため引き続き勤務しなかった職員が再 

び勤務するに至った場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認められる 

ときは、休職期間又は休暇の期間(以下「休職等の期間」という。)を別表第９に定め る

休職期間等換算表に定めるところにより換算して得た期間を引き続き勤務したものと 

みなして、復職し、若しくは再び勤務するに至った日(以下「復職等の日」という。) 及

び復職等の日後における最初の昇給日又はそのいずれかの日に学長の定めるところに 

より、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することができる。 

 (基本給の訂正) 

第３７条 職員の基本給の決定に誤りがあり、学長がこれを訂正しようとする場合において

は、その訂正を将来に向かって行うことができる。 

 (この基準により難い場合の措置) 

第３８条 この基準に定めるもののほか、職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する取扱

いについては、必要に応じ、学長が国家公務員等の例に準じてその都度定める。 

 

  附 則 

 １ 平成１６年４月１日から施行する。 

  (初任給に関する特例) 

 ２ 平成１６年４月１日以後に新たに教育職基本給表(一)２級の職員となり、その者の基

本給月額の決定について第１２条から第１４条まで(第１３条ただし書きを除く。)の規

定の適用を受け、かつ第１０条第１項の規定による号給(第１２条第１項の規定により

初任給基準表の初任給欄の号給とすることができることとされている号給を除く。以下

この項において「基礎号給」という。)が１１号給となる職員で次の各号に掲げるもの

の新たに職員となった日(以下この項及び次項において「採用日」という。)における基



 

本給月額は第１２条から第１４条まで(第１３条ただし書きを除く。)の規定による号給

の号数から基礎号給の号数を差し引いた数の年数(以下この項において「調整年数」と

いう。)をさかのぼった日(以下この項において「採用されたとみなす日」という。)に

採用日において決定された職務の級と同一の職務の級に決定され、かつ、引き続き在職

したものとみなして、当該各号に定める号給を基礎として、昇給等の規定を適用した場

合に採用日にうけることとなる号給とする。ただし、当該採用日にうけることとなる号

給(次項において「特例号給」という。)が第１３条第１項ただし書きの規定により決定

できる最上位の号給(以下この項及び次項において「最上位号給」という。)を超える基

本給月額となる場合にあっては、その者の採用日における基本給月額は、最上位号給と

する。 

  (1) 採用されたとみなす日が平成８年４月１日前となる職員 採用されたとみなす日

における第１０条第１項の規定による号給(第１２条第１項の規定により初任給基準

表の初任給欄の号給とすることができることとされている号給を除くものとする。) 

  (2) 採用されたとみなす日が附則別表第一の採用時期欄に定める期間内にある職員  

採用されたとみなす日に新たに職員となったものとみなして最初の昇給の予定の時

期は附則別表第一の採用時期欄に掲げる期間の区分に対応する同表の昇給予定時期

欄に定める時期とする。 

 ３ 前項本文の規定により俸給月額を決定されることとなる職員(特例号給が最上位号給

である職員を除く。)のうち、前項の規定の適用上特例号給をうけることとなったとみ

なすことのできる日が採用日前となる職員については、採用日の前日までの期間に相当

する期間短縮することができる。 

 附則別表第一 

 

  採  用  時  期 

 

  昇給予定時期 

 

平成 ８年 ４月 １日から平成 ８年 ６月３０日まで 

 

 平成 ９年 ４月１日 

 

平成 ８年 ７月 １日から平成 ８年 ９月３０日まで 

 

 平成 ９年 ７月１日 

 

平成 ８年１０月 １日から平成 ８年１２月３１日まで 

 

 平成 ９年１０月１日 

 

平成 ９年 １月 １日から平成 ９年 ３月３１日まで 

 

 平成１０年 １月１日 

 

平成 ９年 ４月 １日から平成 ９年 ６月３０日まで 

 

 平成１０年 １月１日 

 

平成 ９年 ７月 １日から平成 ９年 ９月３０日まで 

 

 平成１０年 ４月１日 

 

平成 ９年１０月 １日から平成 ９年１２月３１日まで 

 

 平成１０年 ７月１日 

 

平成１０年 １月 １日から平成１０年 ３月３１日まで 

 

 平成１０年１０月１日 

 

平成１０年 ４月 １日から平成１０年 ６月３０日まで 

 

 平成１０年１０月１日 

 

平成１０年 ７月 １日から平成１０年 ９月３０日まで 

 

 平成１１年 １月１日 

 

平成１０年１０月 １日から平成１０年１２月３１日まで 

 

 平成１１年 ４月１日 

 

平成１１年 １月 １日から平成１１年 ６月３０日まで 

 

 平成１１年 ７月１日 

  



 

平成１１年 ７月 １日から平成１１年 ９月３０日まで  平成１１年１０月１日 

 

平成１１年１０月 １日から平成１１年１２月３１日まで 

 

 平成１２年 １月１日 

 

平成１２年 １月 １日から平成１２年 ３月３１日まで 

 

 

 平成１２年 ４月１日 

 

 

   附 則 

  この基準は、平成１７年１月１４日から施行する。 

 

   附 則 

 (施行期日) 

１ この基準は、平成１８年４月１日から施行する。 

 (平成１８年改正給与規則附則第２条適用職員の在級年数等に関する経過措置) 

２ 平成１８年改正給与規則附則第２条の規定によりその者の平成１８年４月１日(以下

「切替日」という。)における職務の級を定められた職員(次項において「改正給与規則附

則第２条適用職員」という。)のうち、次の各号に掲げる職員に対するこの基準による改

正後の基準(以下「新基準」という。)別表第２の級別資格基準表の適用については、当該

各号に定める期間を、その者の当該規定により定められた職務の級に在級する期間に通算

する。 

 (1) 切替日の前日においてその者が属していた職務の級(以下この項において「旧級」   

という。)が一般職基本給表(一)の２級若しくは５級又は一般職基本給表(二)の４級であ

った職員 旧級及び旧級の１級下位の職務の級に切替日の前日まで引き続き在職してい

た期間 

 (2) 前号に掲げる職員以外の職員 旧級に切替日の前日まで引き続き在職していた期間 

３ 改正給与規則附則第２条適用職員に係る切替日以後の職務の級の１級上位の職務の級

への昇格(切替日から平成１９年３月３１日までの間における新基準第１７条の規定によ

るものに限る。)については、同条第３項中「現に属する職務の級に１年以上」とあるの

は、「平成１８年３月３１日においてその者が属していた職務の級(以下この項において

「旧級」という。)が、一般職基本給表(一)の２級若しくは５級又は一般職基本給表(二)

の４級(以下この項において「特定の職務の級」という。)であった職員にあっては、旧級

及び旧級の１級下位の職務の級並びに平成１８年改正給与規則附則第２条の規定により

定められた職務の級(以下この項において「新級」という。)に通算１年以上、旧級が平成

１８年改正給与規則附則別表第１の表の旧級欄に掲げられている職務の級で特定の職務

の級以外のものであった職員にあっては、旧級及び新級に通算１年以上」とする。 

  (切替日における昇格又は降格の特例) 

４ 切替日に昇格又は降格した職員については、当該昇格又は降格がないもとのした場合に

その者が切替日に受けることとなる号給を切替日の前日に受けていたものとみなして新

基準第１９条又は第２０条の規定を適用する。 

 (初任給に関する経過措置) 

５ 国立大学法人熊本大学職員の初任給、昇格、昇給の基準の一部を改正する基準(平成 26

年 12 月 25 日制定)の施行の日から平成 26 年 12 月 31 日までの間に新たに職員となり、そ

の者の号給の決定について新基準第 12 条から第 14 条までの規定の適用を受けることと

なる者(平成 26 年 4 月 1 日(以下この項において「調整日」という。)において 38 歳に満

たない職員を除く。)のうち、新たに職員となった日(以下この項において「採用日」とい

う。)から、これらの規定による号給(以下この項において「特定号給」という。)の号数

から新基準第 10 条第 1 項の規定による号給(新基準第 12 条第 1 項の規定により初任給基

準表の初任給欄の号給とすることができることとされている号給を除く。)の号数を減じ

た数を4(新たに職員となった者が特定職員(一般職基本給表(一)の適用を受ける職員でそ



 

の職務の級が 7 級以上であるもの及び新基準第 29 条各号に掲げる職員をいう。以下同

じ。)であるときは、3)で除して得た数の年数(1 未満の端数があるときは、これを切り捨

てた数。以下この項において「調整年数」という。)を遡った日が平成 22 年 1 月 1 日前と

なるものの採用日における号給は、新基準第 12 条から第 14 条までの規定にかかわらず、

採用日から調整年数を遡った日から採用日までの間における新基準第 27 条に規定する昇

給日(次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める期間又は日におけるものに

限る。)の数に相当する号数を特定号給の号数から減じて得た号数の号給とする。 

(1) 次号から第 4 号までに掲げる職員以外の職員 平成 19 年 1 月 1 日から平成 22 年 1 月

1 日まで 

(2) 調整日において 46 歳に満たない職員(次号及び第 4 号に掲げる職員を除く。)  平成

19 年 1 月 1 日から平成 21 年 1 月 1 日まで 

(3) 調整日において 45 歳に満たない職員(次号に掲げる職員を除く。)  平成 19 年 1 月

1 日から平成 20 年 1 月 1 日まで 

(4) 調整日において 40 歳に満たない職員 平成 19 年 1 月 1日 

 (平成 19 年 1 月 1 日までの間における特定職員の昇給の号給数の特例) 

６ 平成 19 年 1 月 1 日までの間における新基準第 30 条第 1 項、第 5 項第 1 号及び第 9 項の

規定の適用については、同条第 1 項中「定める号給数」とあるのは「定める号給数に相当

する数から 1 を減じて得た数に相当する号給数」と、「Ｅ」とあるのは「Ｄ又はＥ(職員

給与規則第 11 条第 3 項の規定の適用を受ける特定職員にあっては、Ｃ、Ｄ又はＥ)」と、

同条第 5 項第 1 号中「基準期間」とあるのは「平成 18 年 4 月 1 日から同年 12 月 31 日ま

での期間」と、同条第 9 項中「前年の昇給日後に新たに職員となった特定職員又は同日後

に第 19 条第 3 項、第 22 条第 2 項若しくは第 35 条の規定により号給を決定された特定職

員」とあるのは「平成 19 年 1 月 1 日における特定職員」と、「その者の新たに職員とな

った日又は号給を決定された日」とあるのは「平成 18 年 4 月 1 日(同日後に新たに職員と

なった特定職員又は同日後に第 19 条第 3 項、第 22 条第 2 項若しくは第 35 条の規定によ

り号給を決定された特定職員にあっては、新たに職員となった日又は号給を決定された

日)」とする。 

 (平成 19 年 1 月 2 日から平成 22 年 1 月 1 日までの間における昇給の号給数の特例) 

７ 平成 19 年 1 月 2 日から平成 22 年 1 月 1 日までの間における第 30 条第 8 項の規定の適

用については、同項中「定める号給数」とあるのは「定める号給数に相当する数から 1 を

減じて得た数に相当する号給数(当該号給数が負となるときは、零)」とする。 

 (平成 19 年 1 月 1 日における一般職員の昇給の号給数等) 

８ 平成 19 年 1 月 1 日において、特定職員(第 30 条 1 項に規定する特定職員をいう。)以外

の職員(以下「一般職員」という。)を職員給与規則第 11 条第 1 項の規定による昇給(新基

準第 32 条に定めるところにより行うものを除く。)をさせる場合の号給数は、次項に規定

するその者の勤務成績に応じて定める基準となる号給数(同項において「基準号給数」と

いう。)に相当する数から 1 を減じて得た数に、切替日(切替日後に新たに職員となった一

般職員又は切替日後に新基準第 19 条第 3 項、第 22 条第 2 項若しくは第 35 条の規定によ

り号給を決定された一般職員にあっては、新たに職員となった日又は号給を決定された

日)から平成 18 年 12 月 31 日までの期間の月数(1 月未満の端数があるときは、これを 1

月とする。)を 12 月で除した数を乗じて得た数(1 未満の端数があるときは、これを切り

捨てた数)に相当する号給数とする。この場合において、次に掲げる一般職員は、昇給し

ない。 

 (1) この項の規定による号給数が零となる一般職員 

 (2) 職員給与規則第 11 条第 3 項の規定の適用を受ける一般職員で次項第 2 号又は第 3 号

に掲げる一般職員に該当するもの 

９ 前項の一般職員の基準号給数は、第 28 条に規定する勤務成績の証明に基づき、当該一般

職員が次の各号に掲げる一般職員の区分に応じ、当該各号に定める号給数とする。 

 (1) 勤務成績が特に良好である一般職員  8 号給以上(職員給与規則第 11 条第 3 項の規定



 

の適用を受ける一般職員にあっては、4 号給以上) 

  (2) 勤務成績が良好である一般職員  4 号給 

  (3) 勤務成績が良好であると認められない一般職員  3 号給以下 

10 前項第 1 号に掲げる一般職員に該当するか否かの判断は、改正前の基準第 30 条による特

別昇給の基準に照らして行うものとする。 

11 第 9 項第 3 号に掲げる一般職員に該当するか否かの判断及び該当する場合の基準号給数

の決定は、改正前の基準第 27 条第 2 項の規定の趣旨に照らして行うものとする。 

12 次に定める事由以外の事由によって切替日から平成 18 年 12 月 31 日までの期間(当該期

間の中途において新たに職員となった一般職員にあっては、新たに職員となった日から平

成 18 年 12 月 31 日までの期間)の 6 分の 1 に相当する期間の日数以上の日数を勤務して

いない一般職員及び平成 18 年 4 月 1 日から同年 12 月 31 日までの間に、停職、減給又は

戒告の処分を受けた一般職員(ただし、同年 4 月 1 日前において当該処分の直接の原因と

なった事実に基づき昇給を延伸された職員又は同日における俸給の切替えにおいて当該

事実を考慮して号俸を決定された職員について、相当と認めるときは、これらの職員を除

く)については、附則第 9 項第 3 号に掲げる一般職員に該当するものとみなして、附則第

8 項及び第 9 項の規定を適用する。 

 (1) 職員勤務時間等規則第 11 条に規定する年次有給休暇 

 (2) 職員勤務時間等規則第 13 条に規定する病気有給休暇のうち、業務上の負傷若しくは  

疾病、通勤による負傷若しくは疾病又は生理日の就業が著しく困難であることによる  

もの 

 (3) 職員勤務時間等規則第 15 条に規定する特別有給休暇 

 (4) 職員勤務時間等規則第 7 条第 1 項第 1 号から第 5 号までに規定する職務専念義務免

除期間 

 (5) 職員就業規則第 14 条第 1 項第 1 号に規定する休職のうち、業務上の負傷若しくは疾

病又は通勤による負傷若しくは疾病に係るもの 

 (6) 職員就業規則第 14 条第 1 項第 3 号又は第 5 号の規定による休職 

 (7) 職員就業規則第 14 条第 1 項第 4 号に規定する休職のうち、業務上若しくは通勤によ

る災害を受けたと認められるもの 

13 前項の期間の日数の計算については、改正後の第 30 条第 7 項の例による。 

14 前項の規定による昇給の号給数が、平成 19 年 1 月 1 日にその者が属する職務の級の最高

の号給の号数から同日の前日にその者が受けていた号給(同月 1 日において職務の級を異

にする異動又は第 22 条に規定する異動をした一般職員にあっては、当該異動後の号給)の

号数を減じて得た数に相当する号給数を超えることとなる一般職員の昇給の号給数は、同

項の規定にかかわらず、当該相当する号給数とする。 

 

   附 則 

  この基準は、平成１８年７月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

(施行期日等) 

１ この基準は、平成 20 年 1 月 10 日から施行し、改正後の別表第 7 の規定は、平成 19 年

4 月 1 日から適用する。 

(平成 19 年 4 月 1 日から施行日の前日までの間における異動者の号給) 

２ 平成 19 年 4 月 1 日からこの基準の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までの間

において、この基準による改正前の別表第 7(以下「改正前の別表第 7」という。)の規定

により、新たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はそ



 

の受ける号給に異動のあった職員のうち、学長が定める職員の、改正後の別表第 7 の規定

による当該適用又は異動の日における号給は、学長の定めるところによる。 

(施行日から平成 20 年 3 月 31 日までの間における異動者の号給の調整) 

３ 施行日から平成 20 年 3 月 31 日までの間において、改正後の別表第 7 の規定により、新

たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受ける

号給に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給については、当該適用又は

異動について、まず改正前の別表第 7 の規定が適用され、次いで当該適用又は異動の日か

ら改正後の別表第 7 の規定が適用されるものとした場合との権衡上必要と認められる限

度において、学長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２０年９月２９日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２１年１月２８日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２１年３月２７日から施行する。 

 

   附 則 

 １  この基準は、平成２２年１月１日から施行する。 

 ２ この基準の施行の日から平成２２年３月３１日までの間において、昇格によりその  

受ける号給に異動のあった職員の当該異動の日における号給については、なお従前の  

例によることができる。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２２年１０月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２３年１月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第５条第２項第１号の改正規定、

第1１２第２項及び第１３条第１項第１号の改正規定並びに別表第２の(１)の表及び別表第

６の(１)の表の改正規定は、「学長が特に認める試験(大卒)」及び「学長が特に認める試験

(高卒)」に係る部分に限り、平成２２年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２４年８月１日から施行し、この基準による改正後の国立大学法人熊本

大学職員の初任給、昇格、昇給等の基準の一部を改正する基準(平成１８年３月２３日制定)



 

附則第５項の規定は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 (施行期日) 

1 この基準は、平成２６年１２月２５日から施行する。 

 (平成 27 年 1 月 1 日における昇給の号級数の特例) 

2 平成 27 年 1 月 1 日における第 30 条第 8 項及び第 9 項の規定の適用については、同条第

8 項及び第 9 項中「定める号給数」とあるのは「定める号給数に相当する数から 1 を減じ

て得た数に相当する号給数(当該号給数が負となるときは、零)」とする。 

(初任給に関する経過措置) 

3 平成 30 年 4 月 1 日(以下この項において「調整日」という。)以後に新たに職員となり、

その者の号給の決定について第 12 条から第 14 条までの規定の適用を受けることとなる

者(調整日において 37 歳に満たない職員を除く。)のうち、新たに職員となった日(以下こ

の項において「採用日」という。)から、これらの規定による号給(以下この項において「特

定号給」という。)の号数から第 10 条第 1 項の規定による号給(第１２条第 1 項の規定に

より初任給基準表の初任給欄の号給とすることができるとされている号給を除く。)の号

数を減じた数を４(新たに職員となった者が特定職員(一般職基本給表(一)の適用を受け

る職員でその職務の級が７級以上であるもの及び第 29 条各号に掲げる職員をいう。以下

同じ。)であるときは、３)で除して得た数の年数(1 未満の端数があるときは、これを切り

捨てた数。以下この項において「調整年数」という。)を遡った日が平成 27 年 1 月 1 日前

となる者の採用日における号給は、第 12 条から第 14 条までの規定にかかわらず、採用日

から調整年数を遡った日(当該遡った日が同日の属する年の 11 月 1 日(特定職員にあって

は、同年の 10 月 1 日)以後である場合にあっては、同年の翌年の 1 月 1 日)の翌日から採

用日までの間における第 27 条に規定する昇給日(次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める年におけるものに限る。)の数に相当する号給を特定号給の号数から減じ

て得た号数の号給とする。 

(1) 次号から第 5 号までに掲げる職員以外の職員 平成 19 年から平成 22 年まで及び平

成 27 年 

(2) 調整日において50歳に満たない職員(次号から第5号までに掲げる職員を除く) 平

成 19 年から平成 21 年まで及び平成 27 年 

(3) 調整日において 49 歳に満たない職員(次号及び第 5 号に掲げる職員を除く)平成 19

年、平成 20 年及び平成 27 年 

(4) 調整日において 44 歳に満たない職員(次号に掲げる職員を除く。) 平成 19 年及び

平成 27 年 

(5) 調整日において 42 歳に満たない職員 平成 27 年 

 

   附 則 

  この基準は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

(施行期日等) 

1 この基準は、平成28年3月1日から施行し、改正後の別表第7の規定は、平成27年4月

1日から適用する。  



 

(平成27年4月1日から施行日の前日までの間における異動者の号給) 

2 平成27年4月1日からこの基準の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までの間

において、この基準による改正前の別表第7(以下「改正前の別表第7」という。)の

規定により、新たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務

の級又はその受ける号給に異動のあった職員のうち、学長が定める職員の、改正後

の別表第7の規定による当該適用又は異動の日における号給は、学長の定めるところ

による。  

(施行日から平成28年3月31日までの間における異動者の号給の調整) 

3 施行日から平成28年3月31日までの間において、改正後の別表第7の規定により、新

たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受

ける号給に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給については、当

該適用又は異動について、まず改正前の別表第7の規定が適用され、次いで当該適用

又は異動の日から改正後の別表第7の規定が適用されるものとした場合との権衡上必

要と認められる限度において、学長の定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

 

   附 則 

  この基準は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

(施行期日等) 

1 この基準は、平成29年3月1日から施行し、改正後の別表第7の規定は、平成28年4月

1日から適用する。  

(平成28年4月1日から施行日の前日までの間における異動者の号給) 

2 平成28年4月1日からこの基準の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までの間

において、この基準による改正前の別表第7(以下「改正前の別表第7」という。)の

規定により、新たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務

の級又はその受ける号給に異動のあった職員のうち、学長が定める職員の、改正後

の別表第7の規定による当該適用又は異動の日における号給は、学長の定めるところ

による。  

(施行日から平成29年3月31日までの間における異動者の号給の調整) 

3 施行日から平成29年3月31日までの間において、改正後の別表第7の規定により、新

たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受

ける号給に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給については、当

該適用又は異動について、まず改正前の別表第7の規定が適用され、次いで当該適用

又は異動の日から改正後の別表第7の規定が適用されるものとした場合との権衡上必

要と認められる限度において、学長の定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

 

附 則  

この基準は、平成29年4月1日から施行する。 

 

附 則  

この基準は、平成29年7月1日から施行する。 

 

附 則 

(施行期日等) 

1 この基準は、平成30年3月1日から施行し、改正後の別表第7の規定は、平成29年4月

1日から適用する。  

(平成29年4月1日から施行日の前日までの間における異動者の号給) 



 

2 平成29年4月1日からこの基準の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までの間

において、この基準による改正前の別表第7(以下「改正前の別表第7」という。)の

規定により、新たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務

の級又はその受ける号給に異動のあった職員のうち、学長が定める職員の、改正後

の別表第7の規定による当該適用又は異動の日における号給は、学長の定めるところ

による。  

(施行日から平成30年3月31日までの間における異動者の号給の調整) 

3 施行日から平成30年3月31日までの間において、改正後の別表第7の規定により、新

たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受

ける号給に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給については、当

該適用又は異動について、まず改正前の別表第7の規定が適用され、次いで当該適用

又は異動の日から改正後の別表第7の規定が適用されるものとした場合との権衡上必

要と認められる限度において、学長の定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

 

附 則 

この基準は、平成30年4月1日から施行する。 

 

附 則 

(施行期日等) 

1 この基準は、平成31年3月1日から施行し、改正後の別表第7の規定は、平成30年4月

1日から適用する。  

(平成30年4月1日から施行日の前日までの間における異動者の号給) 

2 平成30年4月1日からこの基準の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までの間

において、この基準による改正前の別表第7(以下「改正前の別表第7」という。)の

規定により、新たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務

の級又はその受ける号給に異動のあった職員のうち、学長が定める職員の、改正後

の別表第7の規定による当該適用又は異動の日における号給は、学長の定めるところ

による。  

(施行日から平成31年3月31日までの間における異動者の号給の調整) 

3 施行日から平成31年3月31日までの間において、改正後の別表第7の規定により、新

たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受

ける号給に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給については、当

該適用又は異動について、まず改正前の別表第7の規定が適用され、次いで当該適用

又は異動の日から改正後の別表第7の規定が適用されるものとした場合との権衡上必

要と認められる限度において、学長の定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

 

附 則 

この基準は、平成31年4月1日から施行する。 

 

   附 則 

1 この基準は、令和2年1月1日から施行する。 

2 令和2年1月1日における昇給の区分については、この基準による改正後の第30条第1

項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則 

(施行期日等) 

1 この基準は、令和2年3月1日から施行し、改正後の別表第7の規定は、平成31年4月1

日から適用する。 



 

(平成31年4月1日から施行日の前日までの間における異動者の号給) 

2 平成31年4月1日からこの基準の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までの間

において、この基準による改正前の別表第7(以下「改正前の別表第7」という。)の

規定により、新たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務

の級又はその受ける号給に異動のあった職員のうち、学長が定める職員の、改正後

の別表第7の規定による当該適用又は異動の日における号給は、学長の定めるところ

による。 

(施行日から令和2年3月31日までの間における異動者の号給の調整) 

3 施行日から令和2年3月31日までの間において、改正後の別表第7の規定により、新

たに基本給表の適用を受けることとなった職員及びその属する職務の級又はその受

ける号給に異動のあった職員の当該適用又は異動の日における号給については、当

該適用又は異動について、まず改正前の別表第7の規定が適用され、次いで当該適用

又は異動の日から改正後の別表第7の規定が適用されるものとした場合との権衡上必

要と認められる限度において、学長の定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

 

附 則 

この基準は、令和2年4月1日から施行する。 

 

附 則 

この基準は、令和3年4月1日から施行する。 

 

 

 



  別表第１ 級別標準職務表（第３条関係） 
 
   （1）一般職基本給表（一）級別標準職務表 

職務の級 標 準 的 な 職 務 

 
１級 

 
 定型的な業務を行う職務 

 
２級 

 

 
 １ 主任、技術主任又はリサーチ・アドミニストレーターの職務 
 ２ 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

 
３級 

 
 
 
 
 

 
 １ 係長、技術専門職員又は主任リサーチ・アドミニストレーター

の職務 
 ２ 困難な業務を処理する主任又は技術主任の職務 
 ３ 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う図書事務職員 
  ４ 特定の分野について高度の専門的知識又は経験を必要とする 
    業務を行う職務 
 

 
４級 

 
 
 
 
 

 
 １ 副課長、技術専門員又は准主幹リサーチ・アドミニストレータ

ーの職務 
 ２ 特に困難な業務を分掌する係長の職務 
 ３ 特に高度の専門的知識を必要とする困難な業務を分掌する技 
  術専門職員の職務 
 ４ 特定の分野について特に高度の専門的知識又は経験を必要と 
    する業務を行う職務  

 
５級 

 
 
 
 
 
 

 
 １ 課長又は主幹リサーチ・アドミニストレーターの職務 
 ２ 困難な業務を処理する副課長又は技術専門員の職務 
 ３ 特に高度の専門的知識を必要とする困難な業務を処理する技 

 術専門員の職務 
 ４ 特定の分野について特に高度の専門的知識又は経験を必要と 
  する困難な業務を処理する職務 

 
６級 

 
 

 
 １ シニアリサーチ・アドミニストレーターの職務 

２ 困難な業務を処理する課長の職務 
 ３ 特に高度の専門的知識を必要とする特に困難な業務を処理す 

る技術専門員の職務 

 
７級 

 
 部長の職務 

 
 ８級 

 
 困難な業務を処理する部長の職務 

                                                                                  
   （2）一般職基本給表(二）級別標準職務表                                        

職務の級 標 準 的 な 職 務 

 
１級 

 
 
 
 
 

 
 １ 設備管理技士、看護助手、医療機器操作員、臨床病理助手、診
   療放射線助手、薬剤助手、歯科技工助手、教務助手、配管工、
   ボイラー技士、電工(以下「一般技能職員」という。）の職務 
 ２ 調理師の職務 
 ３ 自動車運転手の職務 
 ４ 作業員の職務 

  １ 相当の技能又は経験を必要とする一般技能職員の職務 



２級  ２ 相当の技能又は経験を必要とする調理師の職務 
 ３ 相当の技能又は経験を必要とする自動車運転手の職務 
 ４ 数名の作業員等を直接指揮監督又は特に困難な業務を行う作業
  員の職務 

 
３級 

 
 
 
 
 
 
 

 
 １ 数名の一般技能職員を直接指揮監督する職長又は高度の技能若
  しくは経験を必要とする一般技能職員の職務 
 ２ 数名の調理師を直接指揮監督する副調理師長又は高度の技能若
  しくは経験を必要とする調理師の職務 
 ３ 数名の自動車運転手を直接指揮監督する車庫長又は高度の技能
  若しくは経験を必要とする自動車運転手の職務 
 ４ 相当数の作業員等を直接指揮監督及び特に困難な業務を行う作
  業員の職務 

 
４級 

 
 
 

 
 １ 多数の一般技能職員を直接指揮監督する職長又は特に困難な業 
   務を行う一般技能職員の職務 
 ２ 多数の調理師を直接指揮監督する副調理師長の職務 
 ３ 多数の自動車運転手を直接指揮監督する車庫長の職務 

 
５級 

 
 

 
 １ 極めて多数の一般技能職員を直接指揮監督する職長の職務 
 ２ 極めて多数の自動車運転手を直接指揮監督する車庫長の職務 
 

                                                                                  
 （3）教育職基本給表(一）級別標準職務表 

 
職務の級 

 
標 準 的 な 職 務 

 
１級 

 
 教務職員の職務 

 
２級 

 
 助教及び助手の職務 

 
３級 

 
 講師の職務 

 
４級 

 
 准教授の職務 

 
５級 

 

 
 教授の職務 
 

 
 （4）教育職基本給表(二）級別標準職務表 

 
職務の級 

 
標 準 的 な 職 務 

 
１級 

 
 特別支援学校の軽微な業務を処理する教諭、養護教諭又は栄養教諭
の職務 

 
２級 

 
 特別支援学校の教諭、養護教諭又は栄養教諭の職務 

 
特２級 

 
  特別支援学校の主幹教諭の職務 

 
３級 

 
 特別支援学校の教頭の職務 

 
４級 

 

 
 特別支援学校の校長の職務 
 

 
 （5）教育職基本給表(三）級別標準職務表 

 
職務の級 

 
標 準 的 な 職 務 

  



１級  中学校、小学校又は幼稚園の軽微な業務を処理する教諭、養護教諭
又は栄養教諭の職務 

 
２級 

１中学校、小学校又は幼稚園の主幹教諭、教諭、養護教諭又は栄養
教諭の職務 

２幼稚園の教頭の職務 
 
特２級 

 
  中学校又は小学校の主幹教諭の職務 

 
３級 

 

 
 １ 中学校又は小学校の教頭の職務 
 ２ 幼稚園の園長の職務 

 
４級 

 
 中学校又は小学校の校長の職務 

 
 （6）医療職基本給表(一）級別標準職務表 

 
職務の級 

 
標 準 的 な 職 務 

 
１級 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 １ 栄養士の職務 
 ２ 診療放射線技師の職務 
 ３ 臨床検査技師の職務 
 ４ 理学療法士又は作業療法士の職務 
 ５ 歯科技工士の職務 
 ６ 臨床工学技士の職務 
 ７ 視能訓練士の職務 
 ８ 言語聴覚士の職務 
 ９ 病理細菌技術職員、理学療法技術職員、作業療法技術職員又 
 は、視能技術職員の職務 
  10 消化器内視鏡技師の職務 
 11 歯科衛生士の職務 

 
２級 

 
 
 
 
 

 
 １ 主任栄養士、主任診療放射線技師、主任臨床検査技師、理学 
  療法士、作業療法士、臨床工学技士、視能訓練士、言語聴覚士 

又は薬剤師の職務 
 ２ 困難な業務を行う栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、 
  理学療法士、作業療法士、臨床工学技士、視能訓練士、言語聴 
  覚士、歯科技工士、消化器内視鏡技師又は歯科衛生士の職務 

 
３級 

 
 
 
 
 

 
 １ 栄養管理室長、診療放射線技師長、臨床検査技師長、薬剤師 
  （室長）、副診療放射線技師長又は副臨床検査技師長の職務 
 ２ 困難な業務を行う薬剤師、主任栄養士、主任診療放射線技師 
  又は主任臨床検査技師の職務 
 ３ 特に困難な業務を行う理学療法士、作業療法士、臨床工学技 
  士、視能訓練士、言語聴覚士又は歯科技工士の職務 

 
４級 

 
 
 
 
 
 
 

 
 １ 副薬剤部長の職務 
 ２ 困難な業務を行う薬剤師（室長）、栄養管理室長、診療放射 
  線技師長、臨床検査技師長、副診療放射線技師長又は副臨床検 
  査技師長の職務 
 ３ 特に困難な業務を行う主任栄養士、主任診療放射線技師又は 
  主任臨床検査技師の職務 
 ４ 特に困難で高度な業務を行う理学療法士、作業療法士又は臨 
  床工学技士の職務 

 
５級 

 
 
 

 
 １ 困難な業務を行う副薬剤部長の職務 
 ２ 相当困難な業務を行う薬剤師（室長）、栄養管理室長、診療 
  放射線技師長、臨床検査技師長、副診療放射線技師長又は副臨 
  床検査技師長の職務 

 
６級 

 

 
 特に困難な業務を行う副薬剤部長、栄養管理室長、診療放射線技師
長又は臨床検査技師長の職務 

 



 （7）医療職基本給表(二）級別標準職務表 

 
職務の級 

 
標 準 的 な 職 務 

 
１級 

 
 准看護師の職務 

 
２級 

 

 
 １ 看護師の職務 
 ２ 助産師の職務 

 
３級 

 
 看護師長又は副看護師長の職務 

 
４級 

 

 
 １ 困難な業務を処理する看護師長の職務 
 ２ 副看護部長の職務 

 
５級 

 
 困難な業務を処理する副看護部長の職務 

 
６級 

 
 看護部長の職務 

 
７級 

 

 
 困難な業務を処理する看護部長の職務 
 

 
    別表第２ 級別資格基準表（第４条関係） 
 
    （1）一般職基本給表（一）級別資格基準表 

 
 

試 験 
 

 
 
学 歴 
 

 
職     務    の    級 

 

 
1級 

 
2級 

 
3級 

 
4級 

 
5級 

 
6級 

 
7級 

 
8級 

 
9級 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
採
用 
試
験 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

総合職 
（院卒） 

 
 修士 
 課程 
 修了 

 
 

 
 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 

 
 0 

 
 5 

 
 9 

 
11 

 
13 

 
15 

 
17 

 
19 

 
 

総合職 
（大卒） 

 
 
大学卒 
 

 
 

 
 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 

 
 0 

 
 5 

 
 9 

 
11 

 
13 

 
15 

 
17 

 
19 

 
 

一般職 
（大卒） 

 
 
大学卒 
 

 
  

 
 3 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 0 

 
 3 

 
 7 

 
11 

 
13 

 
15 

 
17 

 
19 

 
21 

 
 

一般職 
（高卒） 

 
 
高校卒 
 

 
 

 
 8 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 0 

 
 8 

 
12 

 
16 

 
18 

 
20 

 
22 

 
24 

 
26 

 
専門職 

（大卒一群） 
（大卒二群） 

 
 
大学卒 
 

 
 

 
 3 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 0 

 
 3 

 
 7 

 
11 

 
13 

 
15 

 
17 

 
19 

 
21 

 
 

専門職 
（高卒） 

 
 
高校卒 
 

 
 

 
 8 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 0 

 
 8 

 
12 

 
16 

 
18 

 
20 

 
22 

 
24 

 
26 

 
 

 
 

 
 

 
5.5 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ種 
 

短大卒 
 

 
 0 

 
 6 

 
10 

 
14 

 
16 

 
18 

 
20 

 
22 

 
24 

 
九州地区国立大学法人等職 
員採用試験・学長が特に認

める試験（大卒） 

 
 
大学卒 
 

 
 

 
 3 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 0 

 
 3 

 
 7 

 
11 

 
13 

 
15 

 
17 

 
19 

 
21 

 
学長が特に認める試

験（高卒） 
 

 
 
高校卒 
 

 
 

 
 8 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 0 

 
 8 

 
12 

 
16 

 
18 

 
20 

 
22 

 
24 

 
26 

 
 

その他 
 
 

 
 
中学卒 
 
 

 
 

 
 9 

 
 4 

 
 4 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 2 

 
 3 
 

 
12 
 

 
16 
 

 
20 
 

 
22 
 

 
24 
 

 
26 
 

 
28 
 

 
30 
 

 
    （2）一般職基本給表（二）級別資格基準表 

 
 

職 種 
 

 
 

学歴免許等 
 

 
職   務   の   級 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 級 

 
2 級 

 
3 級 

 
4 級 

 
5 級 

 
 
 

 
技能職員 

 
 
 

 
  
高 校 卒 
 

 
 

 
   6 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
   0 

 
   6 

 
 

中 学 卒 
 

 
 

 
   9 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
   0 

 
   9 

 
 

労務職員 
 
 

 
 

中 学 卒 
 
 

 
 

 
別に 
定める 
 
 

 
別に 
定める 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
   0 
 

  備考 
 １ 職種欄の区分は、その区分に応じて次の各号に掲げる者に適用する。 
    一 技能職員 
      (1) 電工の業務に従事する者 
      (2) 調理師 
      (3) 自動車運転手 
      (4) ボイラー技士等機器の運転、操作、保守等の業務に従事する者でその就業に必要な免許等の    

資格を有する者 
      (5) 上記の(1）から(4)までに掲げる者の業務に準ずる技能的業務に従事する者 
    二 労務職員 作業員等労務に従事する者 
 ２ 次に掲げる者でその者の有する学歴免許等の資格が学歴免許等資格区分表の「高校卒」の区分に  

達しないものに対するこの表の学歴免許等欄の学歴免許等の区分の適用については、その者の学歴  
免許等の資格にかかわらず、「高校卒」の区分による。 

    一 前項第 1 号の(3)に掲げる者 
    二 前項第 1 号の(4)に掲げる者 
 ３ 前項各号に掲げる者にこの表を適用する場合におけるこれらの職員の経験年数は、それぞれその  

免許等の資格を取得した時以後のものとする。ただし、学長が別段の定めをした場合は、その定め 
るところによる。 

     （3）教育職基本給表（一）級別資格基準表  
   



 
職 種 

 

 
学歴免 
許 等 

職 務 の 級 

 
1級 

 
2級 

 
3級 

 
4級 

 
5級 

 
 
 

教授 
 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
   3 

 
別に 
定める      0    9 

 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
   3 

 
別に 
定める      0   12 

 
 
 
准教授 

 
 

 
大学卒 

 

     
 6 

    
3 

 

    0    6    9 
 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
   6 

 
   3 

 
 
     0    9   12 

 
 
 

講師 
 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
   6 

 
 
 

 
 
     0    6 

 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
   6 

 
 
 

 
 

     0    9 
 
 
助教及び 
助手 
 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
     0 

 
短大卒 

 

 
 

 
  2.5 

 
 
 

 
 
 

 
 

    0   2.5 
 
 
 
教務職員 
 
 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
    0 

 
短大卒 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

   0 
 

 
     （4）教育職基本給表（二）級別資格基準表 

 
 

職 種 
 

 
  
学歴免 
許 等 

 
職 務 の 級 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1級 

 
2級 

 
特2級 

 
3級 

 
4級 

 
 
 

校 長 
 教 頭 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める  0 0 

 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める  0 0 

 
 
 
主幹教諭 

 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 

 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 

 
 

 
大学卒 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



教  諭 
養護教諭 

 栄養教諭 
 
 

  0     
 
 
 
 

 
短大卒 

 
 

 
 

 
2.5 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

0 
 

2.5 
 

 
 

 備考 
 １ この表を適用する場合における職員の経験年数は、その者が次の表の基礎学歴欄の 
   学歴免許等の区分に属する学歴免許等の資格を取得した時以後の経験年数から、その 
   者に適用されるこの表の学歴免許等の区分に応じて次の表の経験年数欄に定める年数 
   を減じた年数（その者の有する学歴免許等の資格が学歴免許等資格区分表の１の一又 
   は二の区分に属する者にあってはその年数に１年を、同表の１の四の区分に属する者 
   にあってはその年数に６月を加える年数）とする。 
 

 
 
 
 基礎学歴 

 
          調整年数 

                                  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 大学卒 

 
 短大卒 

 
 高校卒 

 
 高校３卒 

 
 ４年 

 
 ２年 

 
 

 
 高校２卒 
 

 
 ５年 
 

 
 ３年 
 

 
 １年 
 

 ２ 教諭のうち教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）附則第１０項の規定によ 
   り高等学校教諭の１種免許状を授与された者（教育職員免許法等の一部を改正する法 
   律昭和６３年法律第１０６号）による改正前の教育職員免許法附則第１０項の規定に 
   より高等学校教諭２級普通免許状を授与された者を含む。）に対する学歴免許等の区 
   分の適用については、「大学卒」の区分によるものとする。この場合において、この 
   表の職務の級２級欄に定める必要経験年数については、「別に定める」とされている 
   ものを除き、１年とする。 
 
  （5）教育職基本給表（三）級別資格基準表 

 
 

職 種 
 

 
  
学歴免 
許 等 

 
職 務 の 級 

 
1級 

 
2級 

 
特2級 

 
3級 

 
4級 

 
 

校 長 
 園 長 

教 頭 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める  0 0 

 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める  0 0 

 
 
 
主幹教諭 

 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 

 
短大卒 

 

 
 

 
 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 

 
 
教  諭 
養護教諭 

 栄養教諭 
 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
  0  

 
短大卒 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

0 
 

 
 



 備考 
  １ この表を適用する場合における職員の経験年数については、教育職基本給表（二）級別資格基準  

表の第１項の規定を準用する。 
 
 （6）医療職基本給表（一）級別資格基準表 

 
 
職 種 

 

 
 
学歴免 
許 等 

 
      職   務   の   級 

 
1級 

 
2級 

 
3級 

 
4級 

 
5級 

 
6級 

 
7級 

 
8級 

 
 
 
薬剤師 

 
 

 
大学6卒 
 

 
 

 
 

 
2 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める  0 2 5 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める  0 5 8 

 
 
 
栄養士 

 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大卒 

 

 
 

 
2.5 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 0 2.5 8 11 

 
 
診 療 
放射線 
技 師 

 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
臨 床 
検 査 
技 師 

 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
臨 床 
工 学 
技 士 

 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
理 学 
療法士 
作 業 
療法士 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
視 能 
訓練士 

 
 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
言 語 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
  0 5 8 



聴覚士 
 

 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
消化器 
内視鏡 
技 師 

 

 
大学卒 

 

 
 

 
 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
  0 5 8 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
3 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 1 6 9 

 
 
歯 科 
衛生士 

 
 

 
短大３卒 
 

 
 

 
 

 
5 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
  １ 5 

 
短大卒 
 

 
 

 
2.5 

 
5 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 2.5 8 

高校専 

攻科卒 

 
 

 
4 

 
5 

別に 

定める 

別に 

定める 

   

0 4 9 

 
 
歯 科 
技工士 

 
 

 
短大３卒 
 

 
 

 
1 

 
5 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 1 6 

 
短大２卒 

 
 

 
2.5 

 
5 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 2.5 8 

 
 
 
 その他 
 
 
 
 
 
 

 
短大卒 

 

 
 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 

 
高校卒 

 

 
 

 
別に 
定める 

 
別に 
定める 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 0 

 
中学卒 

 
 

 
 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

4 
 

 備考 
   薬剤師、栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、理学療法士、作業療法士、視能訓

練士、言語聴覚士、歯科衛生士及び歯科技工士にこの表を適用する場合におけるこれらの職員の経験
年数は、それぞれの免許を取得した以後のものとし、消化器内視鏡技師にこの表を適用する場合にお
ける職員の経験年数は、その者が所有する医療従事者免許を取得した以後のものとする。ただし、学
長が別段の定めをした場合は、その定めるところによる。 

 
 
   （7）医療職基本給表（二）級別資格基準表                                        

 
 

 
職 種 

 

 
 

 
学歴免許等 
 

 
職  務  の  級 

   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

 
1 級 

 

 
2 級 

 

 
3 級 

 

 
4 級 

 

 
 5 級 
 

 
 6  級 
 

 
 7 級 
 

 
 
 

助産師 
看護師 

 
 大学卒 
 

 

 
 

 
 

 
5 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
別に 
定める 
 

 
 

 
0 

 
5 

        



 
 
 

短大卒 
 

 

  7 別に 
定める 
 

別に 
定める 
 

別に 
定める 
 

別に 
定める 
 

   
   
   
   
     
   

 
 

 
0 

 
7 

 
准看護師 
 

准看護師 
養成所卒 

 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
0 

 備考 
１ 学歴免許等欄の「准看護師養成所卒」は、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第
２２条第１号又は第２号に規定する学校又は養成所（平成１３年法律第１５３号による改正前の保
健婦助産婦看護婦法第２２条第１号又は第２号に規定する学校又は養成所を含む。）の卒業を示す。 

２ この表を適用する場合における職員の経験年数は、それぞれの免許を取得した時（助産師で看護
師免許を有する職員にあっては、看護師免許を取得した時）以後のものとする。ただし、学長が別
段の定めをした場合は、その定めるところによる。 

 
 別表第３ 学歴免許等資格区分表（第５条関係） 

 
 
   学歴免許等の区分 
 

 
 
 
 

学 歴 免 許 等 の 資 格 
 
 
 

 
基準学歴 
 
区 分 

 
 
 学 歴 区 分 
 

 
1 大学卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
一 博士課程修了 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学院博士
  課程の修了 
( 2) 外国における大学院博士課程等（大学院における修業
  年限3年以上となるものに限る。）の修了（通算修学年数
  が19年以上となり、かつ、博士の学位を取得した場合に
  限る。） 
( 3) 上記に相当すると学長が認める学歴免許等の資格 

 
二 修士課程修了 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による大学院修士課程の修了 
( 2) 外国における大学院修士課程等（大学院における修業
  年限1年以上となるものに限る。）の修了（通算修学年数
  が17年以上となり、かつ、修士の学位を取得した場合に
  限る。） 
( 3) 上記に相当すると学長が認める学歴免許等の資格 

 
三 大学６卒 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による大学の医学又は歯学に関する学科 
 （同法第85条ただし書きに規定する学部以外の教育研究上
  の基本となる組織を置く場合における相当の組織を含む
  。以下同じ。）の卒業 
( 2) 学校教育法による大学の薬学又は獣医学科（修業年限
  6年のものに限る。） 
( 3) 防衛医科大学校の卒業 

 
四 大学専攻科卒 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による4年制の大学の専攻科の卒業 
( 2) 国立研究開発法人水産研究・教育機構水産大学校（旧

水産大学校及び旧独立行政法人水産大学校を含む。以下
同じ）（「大学４卒」を入学資格とする修業年限１年以
上のものに限る。）の卒業 

( 3) 旧図書館職員養成所（「大学４卒」を入学資格とする

  修業年限１年以上のものに限る。）の卒業 
 
五 大学４卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による4年制の大学の卒業 
( 2) 気象大学校大学部（修業年限4年のものに限る。）の卒

業 
( 3) 海上保安大学校本科の卒業 
( 4) 文部科学大臣の認めた大学の通信教育の課程の修了（
学士の学位を取得した場合に限る。） 
( 5) 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構(旧学位授与

機構及び旧独立行政法人大学評価・学位授与機構を含む
。)からの学士の学位の取得 

( 6) 防衛大学校の卒業 
( 7) 外国における大学等の卒業（通算修学年数が16年以上
  となるものに限る。） 
( 8) 司法試験法による司法試験の第2次試験の合格 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( 9) 公認会計士法による公認会計士試験の第2次試験の合格 
(10) 学校教育法による大学に置かれる夜間の学部又は通信

教育の課程の修了 
(11) 筑波大学理療科教員養成施設（旧東京教育大学附属の
  特殊教育教員養成施設及び理療科教員養成施設を含むも
  のとし、短期大学又は盲学校若しくは聾学校の専攻科卒
  業後の２年生の課程に限る。）の卒業 
(12) 国立研究開発法人水産研究・教育機構水産大学校(「高

校3卒」を入学資格とする4年生のものに限る。)の卒業 
(13) 独立行政法人航空大学校（旧航空大学校を含むものと

し、昭和６２年８月以降の「短大２卒」を入学資格とす
る修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 

(14) 旧琉球教育法による大学の４年課程の卒業 
(15) 保健師助産師看護師法による保健師学校、保健師養成

所、助産師学校又は助産師養成所（同法による看護師養
成所の卒業を入学資格とする修業年限１年以上のものに
限る。）の卒業 

(16) 職業能力開発促進法による職業能力開発大学校若しく
は職業能力開発総合大学校の応用課程（「短大２卒」を
入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）又は
職業能力開発総合大学校の長期課程（旧職業能力開発大
学校の長期課程、長期指導員訓練課程及び長期訓練課程
を含む。）の卒業 

(17) 都道府県立農業者研修教育施設（農業改良助長法施行
  令第２条に基づき農林水産大臣の指定する教育機関を  
  いう。以下同じ。）の研究部門（「短大２卒」を入学資 
  格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業 
(18) 都道府県立農業講習施設（「短大２卒」を入学資格と
  する修業年限２年のものに限る。）の卒業 
(19) 森林法施行令第９条及び第１０条の規定に基づき農林

水産大臣の指定する教育機関（「短大２卒」を入学資格
とする修業年限２年のものに限る。）の卒業 

(20) 鯉淵学園専門課程（修業年限４年のものに限る。）の
  卒業 
(21) 旧電気事業主任技術者資格検定規則による第１種資格

検定試験の合格 
 
2 短大卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
一 短大３卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による3年制の短期大学の卒業 
( 2) 学校教育法による2年制の短期大学の専攻科の卒業 
( 3) 学校教育法による高等専門学校の専攻科の卒業 
( 4) 学校教育法による専修学校（修業年限３年以上の専門
  課程で年間の授業時数が６８０時間以上のものに限る。
  ）の卒業 
( 5) 外国における大学、専門学校の卒業（通算修学年数が
  １５年以上となるものに限る。） 
( 6) 診療放射線技師法による診療放射線技師学校又は診療

放射線技師養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格と
する修業年限３年以上のものに限る。）の卒業 

( 7) 昭和５８年法律第８３号による改正前の診療放射線技
師及び診療エックス線技師法による診療放射線技師学校
又は診療放射線技師養成所（いずれも診療エックス線技
師学校又は診療エックス線技師養成所の卒業を入学資格
とする修業年限１年以上のもの限る。）の卒業 

( 8) 臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律による臨
  床検査技師学校又は臨床検査技師養成所（いずれも「高
  校３卒」を入学資格とする修業年限３年以上のものに限
  る。）の卒業 
( 9) 臨床工学技士法による臨床工学技士学校又は臨床工学

技士養成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修
業年限３年以上のものに限る。）の卒業 

(10) 理学療法士及び作業療法士法による理学療法士学校、
  理学療法士養成施設、作業療法士学校又は作業療法士養
  成施設（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年
  限３年以上のものに限る。）の卒業 
(11) 視能訓練士法による視能訓練士学校又は視能訓練士養

成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限
３年以上のもの又は「短大２卒」を入学資格とする修業
年限１年以上のものに限る。）の卒業 

(12) 言語聴覚士法による言語聴覚士学校又は言語聴覚士養
成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限
３年以上のもの又は学校教育法に基づく大学若しくは高
等専門学校、旧大学令に基づく大学若しくは言語聴覚士
法第３３条第３号の規定に基づき厚生労働省令で定める
学校、文教研修施設若しくは養成所における１年（高等
専門学校にあっては、４年）以上の修業を入学資格とす
る修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(13) 義肢装具士法による義肢装具士学校又は義肢装具士養
成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限
３年以上のものに限る。）の卒業 

(14) あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関す
  る法律（以下「あん摩マッサージ指圧師法」という。）
  による学校又は養成施設（いずれも「高校３卒」を入学
  資格とする修業年限３年のものに限る。）の卒業 
(15) 柔道整復師法による柔道整復師学校又は柔道整復師養

成施設（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年
限３年のものに限る。）の卒業 

(16) 保健師助産師看護師法による看護師学校又は看護師養
成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限
３年以上のものに限る。）の卒業 

(17) 都道府県立農業者研修教育施設の研究部門（「短大２
  卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。
  ）の卒業 
(18) 鯉淵学園本科（修業年限３年のものに限る。）の卒業 
(19) 旧海技大学校本科の卒業 
(20) 旧国立養護教諭養成所設置法による国立養護教諭養成

所の卒業 
(21) 旧国立工業教員養成所の設置等に関する臨時措置法に

よる国立工業教員養成所の卒業 
(22) 旧図書館短期大学別科又は旧図書館職員養成所（いず

  れも「短大２卒」を入学資格とする修業年限１年以上の

  ものに限る。）の卒業 
 
二 短大２卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による2年制の短期大学の卒業 
( 2) 学校教育法による高等専門学校の卒業 
( 3) 学校教育法による高等学校、中等教育学校又は特別支

援学校の専攻科（2年制の短期大学と同程度とみなされる
修業年限2年以上のものに限る。）の卒業 

( 4) 航空保安大学校本科の卒業 
( 5) 海上保安学校本科の修業年限2年の課程の卒業 
( 6) 学校教育法による大学の２年制の課程を修了した者 
( 7) 学校教育法による大学に２年以上在学して６２単位以

上修得した者 
( 8) 学校教育法による専修学校（修業年限２年以上の専門
  課程で年間の授業時数が６８０時間以上のものに限る。
  ）の卒業 
( 9) 学校教育法による各種学校（「高校３卒」を入学資格
  とする修業年限２年以上の課程に限る。）の卒業 
(10) 独立行政法人農業技術・生物系特定産業技術研究機構
  （旧独立行政法人農業技術研究機構を含む。）の農業技
  術研修課程（農林水産省（省名変更前の農林省を含む。
  ）の旧野菜・茶業試験場、旧果樹試験場（昭和３６年１
  １月３０日以前における旧農業技術研究所若しくは旧農
  業試験場、旧園芸試験場、旧野菜試験場又は旧茶業試験
  場の農業技術研修課程を含むものとし、いずれも「高校
  ３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る
  。）の卒業 
(11) 独立行政法人海技大学校（旧海技大学校を含む）海技
  士科（独立行政法人海員学校本科の卒業を入学資格とす
る修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 
(12) 独立行政法人海員学校専修科（「高校３卒」を入学資
  格とする修業年限２年のものに限る。）の卒業 
(13) 外国における大学、専門学校等の卒業（通算修学年数
  が１４年以上となるものに限る。） 
(14) 旧琉球教育法による大学の２年課程の修了 
(15) 司法試験法による司法試験の第１次試験の合格 
(16) 公認会計士法による公認会計士試験の第１次試験の合

格 
(17) 栄養士法第２条第１項の規定による栄養士の養成施設

（「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年以上のも
のに限る。）の卒業 

(18) 昭和６０年法律第７３号による改正前の栄養士法によ
る栄養士試験の合格 

(19) 歯科衛生士法による歯科衛生士学校又は歯科衛生士養
成所（いずれも修業年限２年以上のものに限る。）の卒
業 

(20) 歯科技工士法による歯科技工士学校又は歯科技工士養
成所（いずれも「高校３卒」を入学資格とする修業年限
２年以上のものに限る。）の卒業 

(21) あん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設 
（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限５年の
  ものに限る。）の卒業 

(22) 昭和６３年法律第７１号による改正前のあん摩マッサ



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ージ指圧師法（以下「改正前のあん摩マッサージ指圧師
法」という。）による学校又は養成施設（いずれも「高
校３卒」を入学資格とする修業年限２年のもの又は「中
学卒」を入学資格とする修業年限５年のものに限る。）
の卒業 

(23) 昭和６３年法律第７２号による改正前の柔道整復師法
  （以下「改正前の柔道整復師法」という。）による柔道
  整復師学校又は柔道整復師養成施設（いずれも「高校３
  卒」を入学資格とする修業年限２年のものに限る。）の
  卒業 
(24) 保健師助産師看護師法による看護師学校又は看護師養

成所の進学課程（同法第２１条第３号に該当する者に係
る課程をいう。）の卒業 

(25) 職業能力開発促進法による職業能力開発短期大学校、
  職業能力開発大学校又は職業能力開発総合大学校の専門
  課程（旧職業訓練短期大学校の専門課程、専門訓練課程
  及び特別高等訓練課程を含むものとし、「高校３卒」を
  入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒
  業 
(26) 児童福祉法第１８条の６第１号に規定する保育士を養

成する学校その他の施設（平成１４年政令第２５６号に
よる改正前の児童福祉法施行令第１３条第１項第１号に
規定する保育士（名称変更前の保母を含む。）を養成す
る学校その他の施設を含むものとし、「高校３卒」を入
学資格とする修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 

(27) 都道府県立農業者研修教育施設の養成部門（「高校３
  卒」を入学資格とする修業年限２年以上のものに限る。
  ）の卒業 
(28) 都道府県農業講習所（「高校３卒」を入学資格とする
  修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 
(29) 森林法施行令第９条及び第１０条の規定に基づき農林

水産大臣の指定する教育機関（昭和５９年度以降指定さ
れたもので「高校３卒」を入学資格とする修業年限２年
以上のものに限る。）の卒業 

(30) 旧都道府県蚕業講習所（「高校３卒」を入学資格とす 
る修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 

(31) 旧農民研修教育施設（農林水産大臣と協議して昭和５
  ６年度以降設置された平成６年法律第８７号による改正
  前の農業改良助長法第１４条第１項第３号に掲げる事業
  等を行う施設で「高校３卒」を入学資格とする修業年限
  ２年以上のものに限る。）の卒業 
(32) 旧都道府県林業講習所（「高校３卒」を入学資格とす
  る修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 
(33) 旧航空大学校本科（「高校３卒」を入学資格とする修
  業年限２年以上のものに限る。）の卒業 
(34) 昭和５８年法律第８３号による改正前の診療放射線技
  師及び診療エックス線技師法による診療エックス線技師
  学校又は診療エックス線技師養成所の卒業 
(35) 海上保安学校灯台科（「高校３卒」を入学資格とする
  修業年限２年のものに限る。）の卒業 
(36) 旧航空保安職員研修所本科（「高校３卒」を入学資格
  とする修業年限２年のものに限る。）の卒業 
(37) 昭和４５年法律第８３号による改正前の衛生検査技師
  法による衛生検査技師学校又は衛生検査技師養成所の卒
  業 
(38) 旧商船高等学校（席上課程及び実習課程を含む。）の
  卒業 
(39) 旧電気事業主任技術者資格検定規則による第２種資格
  検定試験の合格 
(40) 気象大学校大学部（昭和３７年３月３１日以前の気象
  庁研修所高等部を含むものとし、修業年限２年のものに
  限る。）の卒業 
(41) 旧図書館職員養成所（「高校３卒」を入学資格とする

  修業年限２年以上のものに限る。）の卒業 
 
三 短大１卒 
 
 
 
 
 

 
( 1) 海上保安大学校本科の修業年限1年の課程の卒業 
( 2) 外国における専門学校等の卒業（通算修学年数が１３
  年以上となるものに限る。） 
( 3) 海上保安学校の灯台科又は水路科（いずれも「高校３

  卒」を入学資格とする修業年限１年以上のものに限る。

  ）の卒業 
 
3 高校卒 
 
 

 
一 高校専攻科卒 
 
 

 
( 1) 学校教育法による高等学校、中等教育学校又は特別支
  援学校の専攻科の卒業 
( 2) 学校教育法による専修学校（修業年限１年以上の専門



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  課程で年間の授業時数が８００時間以上のものに限る。
  ）の卒業 
( 3) 改正前のあん摩マッサージ指圧師法による学校又は養
 成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限 
 ４年のものに限る。）の卒業 
( 4) 改正前の柔道整復師法による柔道整復師学校又は柔道
  整復師養成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする
  修業年限４年のものに限る。）の卒業 
( 5) 昭和５８年文部省厚生省令第１号による改正前の歯科

  衛生士学校養成所指定規則による歯科衛生士学校又は歯

  科衛生士養成所の卒業 
 
二 高校３卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による高等学校、中等教育学校又は特別支 
 援学校（同法第76条第2項に規定する高等部に限る。）の  
 卒業 
( 2) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程
  度認定試験の合格 
( 3) 高等学校通信教育規程による通信教育により高等学校
  卒業と同等の単位の修得 
( 4) 外国における高等学校等の卒業（通算修学年数が12年
  以上となるものに限る。） 
( 5) 学校教育法による専修学校（修業年限３年以上の高等
  課程で年間の授業時数が６８０時間以上のものに限る。
）  の卒業 
( 6) 学校教育法による各種学校（「中学卒」を入学資格と
  する修業年限３年以上の課程に限る。）の卒業 
( 7) 独立行政法人海員学校本科（「中学卒」を入学資格と
  する修業年限３年のものに限る。）の卒業 
( 8) 旧琉球教育法又は旧教育法による高等学校の卒業 
( 9) あん摩マッサージ指圧師法による学校又は養成施設 
  （いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限３年の
  ものに限る。）の卒業 
(10) 昭和４１年厚生省令第１５号による改正前の歯科技工

  士養成所指定規則による歯科技工士養成所（「中学卒」

  を入学資格とする修業年限３年以上のものに限る。）の

  卒業 
 
三 高校２卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 保健師助産師看護師法による准看護師学校又は准看護
  師養成所の卒業 
( 2) 学校教育法による専修学校（修業年限２年以上の高等
  課程で年間の授業時数が６８０時間以上のものに限る。
）  の卒業 
( 3) 学校教育法による各種学校（「中学卒」を入学資格と
  する修業年限２年以上の課程に限る。）の卒業 
( 4) 改正前のあん摩マッサージ指圧師法による学校又は養
  成施設（いずれも「中学卒」を入学資格とする修業年限
  ２年のものに限る。）の卒業 
( 5) 旧電気事業主任技術者資格検定規則による第３種資格

  検定試験の合格 
 
4 中学卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
中学卒 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( 1) 学校教育法による中学校若しくは特別支援学校（同法
  第76条第1項に規定する中学部に限る。）の中学部の卒業
   又は中等教育学校の前期課程の修了 
( 2) 外国における中学校の卒業（通算修学年数が9年以上 
 となるものに限る。） 
( 3) 旧琉球教育法又は旧教育法による中学校又は盲学校若
  しくは聾学校の中学部の卒業 
( 4) 旧海員学校（「中学卒」を入学資格とする修業年限１

  年又は２年のものに限る。）の卒業 
 

 備考 
1 この表の「保健師学校」、「保健師養成所」、「助産師学校」、「助産師養成所」、「看護師学

校」及び「看護師養成所」は、それぞれ平成 13 年法律第 153 号による改正前の保健婦助産婦看護
婦法による保健婦学校、保健婦養成所、助産婦学校、助産婦養成所、看護婦学校及び看護婦養成
所を含む。 

2 この表の「特別支援学校」は、平成 18 年法律第 80 号による改正前の学校教育法による盲学校、
聾学校及び養護学校を含む。 

3 この表の「高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験」には、平成 17 年
文部科学省令第 1 号による廃止前の大学入学資格検定規程による大学入学資格検定を含む。 



 

 

 別表第４ 経験年数換算表（第６条関係） 

 
経        歴 

 
換  算  率 

 
国家公務員、地方公務員

又は旧公共企業体、政府

関係機関若しくは外国政

府の職員としての在職期

間 
 

 
職員の職務とその種類が類似する職

務に従事した期間 

 
100／100 
 

 
その他の期間 
 
 

 
80／100（部内の他の職員

との均衡を著しく失する

場合は、100／100） 

 
民間における企業体、団

体等の職員としての在職

期間 
 
 

 
職員としての職務にその経験が直接

役立つと認められる職務に従事した

期間 

 
100／100 
 
 

 
その他の期間 

 
80／100 

 
学校又は学校に準ずる教育機関における在学期間（正規の修

学年数内の期間（学校教育法による大学の一の学部の課程を

修了した後に他の学部の課程を修了した場合等同等の学校の

課程を重複して修了した場合には、その重複して在学した期

間を含む。）に限るものとし、通信教育の課程は除く。） 

 
100／100 
 
 
 
 
 

 
その他の期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
教育、医療に関する職務等特殊の知

識、技術又は経験を必要とする職務

に従事した期間で、その職務につい

ての経験が職員としての職務に直接

役立つと認められるもの 

 
100／100 
 
 
 
 

 
技能、労務等の職務に従事した期間

で、その職務についての経験が職員

としての職務に役立つと認められる

もの 

 
50／100（部内の他の職員

との均衡を著しく失する

場合は、80／100若しくは

、100／100） 

 
その他の期間 
 

 
50／100 
 

 
 別表第５ 修学年数調整表（第７条関係） 

 
 
  学 歴 区 分 
 
 

 
 
 修学年数 
 
 

 
         基 準 学 歴 区 分 
 
 大学卒 
（16年） 

 
 短大卒 
（14年） 

 
 高校卒 
（12年） 

 
 中学卒 
 （9年） 

 
博士課程修了 

 
 21年 

 
＋  5年 

 
＋  7年 

 
＋  9年 

 
＋ 12年 

 
修士課程修了 

 
 18年 

 
＋  2年 

 
＋  4年 

 
＋  6年 

 
＋  9年 

 
大学6卒 

 
  18年 

 
＋  2年 

 
＋  4年 

 
＋  6年 

 
＋  9年 

 
大学専攻科卒 

 
  17年 

 
＋  1年 

 
＋  3年 

 
＋  5年 

 
＋  8年 

 
大学4卒 

 
  16年 

 
 

 
＋  2年 

 
＋  4年 

 
＋ 7年 

      



短大3卒   15年 －  1年 ＋  1年 ＋ 3年 ＋ 6年 
 
短大2卒 

 
  14年 

 
－  2年 

 
 

 
＋ 2年 

 
＋ 5年 

 
短大1卒 

 
  13年 

 
－  3年 

 
－  1年 

 
＋ 1年 

 
＋ 4年 

 
高校専攻科卒 

 
  13年 

 
－  3年 

 
－  1年 

 
＋ 1年 

 
＋ 4年 

 
高校3卒 

 
  12年 

 
－  4年 

 
－  2年 

 
 

 
＋ 3年 

 
高校2卒 

 
  11年 

 
－  5年 

 
－  3年 

 
－ 1年 

 
＋ 2年 

 
中学卒 

 
  9年 

 
－  7年 

 
－  5年 

 
－ 3年 

 
 

 備考 
１ 学歴区分欄及び基準学歴区分欄の学歴免許等の区分については、それぞれ学歴免許等資格区分表
に定めるところによる。 

 ２ この表に定める年数（修学年数欄の年数を除く。）は、学歴区分欄の学歴免許等の区分に属する
学歴免許等の資格についての基準学歴区分欄の学歴免許等の区分に対する加える年数又は減ずる年
数（以下「調整年数」という。）を示す。この場合において「＋」の年数は加える年数を、「－」の
年数は減ずる年数を示す。 

 ３ 級別資格基準表又は初任給基準表の学歴免許等欄にこの表の学歴区分欄の学歴免許等の区分と同
じ区分（その区分に属する学歴免許等の資格を含む。）が掲げられている場合におけるこの表の適
用については、当該区分に対応する修学年数欄の年数をその者の有する学歴免許等の資格の属する
区分に対応する同欄の年数から減じた年数をもって、その者の有する学歴免許等の資格についての
当該級別資格基準表又は初任給基準表の学歴免許等欄の区分に対する調整年数とする。この場合に
おいて、その年数が正となるときはその年数は加える年数とし、その年数が負となるときはその年
数は減ずる年数とする。 

 ４ 学校教育法による大学院博士課程のうち医学又は歯学に関する課程を修了した者に対するこの表
の適用については、学歴区分欄の「博士課程修了」の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年
数にそれぞれ１年を加えた年数をもって、この表の修学年数欄の年数及び調整年数とする。 

 
    別表第６ 初任給基準表（第１０条関係） 
    （1）一般職基本給表（一）初任給基準表 

 
 職  種 

 
試験 

 
 学 歴 免 許 等 

 
 初 任 給 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 一   般  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
採
用
試
験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 総合職（院卒） 

 
 

 
  ２級11号給 

 
 総合職（大卒） 

 
 

 
  ２級１号給 

 
 一般職（大卒） 

 
 

 
  １級25号給 

 
 一般職（高卒） 

 
 

 
  １級５号給 

 
 専門職（大卒一群） 

 
 

 
  １級26号給 

 
 専門職（大卒二群） 

 
 

 
  １級25号給 

 
 専門職（高卒） 

 
 

 
  １級５号給 

 
 Ｂ種 

 
 

 
  １級15号給 

 
九州地区国立大学法人等職員採用試験・学
長が特に認める試験（大卒）） 

 
 
 

 
 
  １級25号給 

 
学長が特に認める試験（高

 
 

 
 



 
 

卒）    １級５号給  
 
 

 
 そ の 他 

 
  高  校  卒 

 
  １級１号給 

 
   （2）一般職基本給表（二）初任給基準表 

 
職  種 

 
学 歴 免 許 等 

 
初 任 給 

 
 
技 能 職 員 
 

 
高校卒 

 
 １級17号給 

 
中学卒 

 
 １級９号給 

 
 労 務 職 員 
 

 
 
 

 
 １級１号給から１級29号給まで 
 

 備考 
１ 職種欄の各区分については、別表第２の一般職基本給表（二）級別資格基準表の備考第 1 項に定
めるところによる。 

２ 別表第２の一般職基本給表（二）級別資格基準表の備考第 2 項に規定する職員に対する学歴免許
等欄の学歴免許等の区分の適用については同項の規定を、同表の備考第３項に規定する職員に第１
３条第 1 項の規定を適用する場合における当該職員の経験年数については同表の備考第 3 項の規定
を準用する。 

３ 職種欄の「労務職員」の区分の適用を受ける職員に対する第９条の規定の適用については、この
表の初任給欄の号給の範囲内で部内の他の職員との均衡を考慮して定める号給が、同欄の号給とし
て定められるものとして取り扱うものとする。この場合において、次の表の経験年数欄に掲げる経
験年数を有する職員（次項に規定する職員を除く。）については、その者の有する経験年数に応じ、
この表の初任給欄の号給をそれぞれ次の表に定める号給に読み替えることができる。 

 
職  種 

 
経 験 年 数 

 
初 任 給 

     
 
 
 
 
 
 

 
   

労務職員 
 
 

 
８年以上１４年未満 

 
１級３３号給から１級４５号給まで 

 
１４年未満 

 

 
１級４９号給から１級５７号給まで 
 

  注 
 経験年数欄の経験年数は学歴免許等資格区分表に定める「中学卒」の区分に属する学歴免許等の
資格を取得した時以後のものとする。 

   ４ 職種欄の「労務職員」の区分の適用を受ける職員のうち、採用困難な職務に従事する職員につい
ては、この表の初任給欄の号給が「１級１号給から１級３３号給まで」と定められているものとし
て取り扱うものとする。ただし、次の表の経験年数欄に掲げる経験年数を有する職員については、
その者の有する経験年数に応じ、この表の初任給欄の号給をそれぞれ次の表に定める号給に読み替
えることができる。 

 
職  種 

 
  経 験 年 数 

 
初 任 給 

         
 
 
 
 
 
 

 
 
  労務職員 
 
 

 
９年以上１８年未満 

 
１級３７号給から１級５７号給まで 

 
１８年以上 

 

 
１級６１号給から１級６９号給まで 
 

  注 
 経験年数欄の経験年数は、学歴免許等資格区分表に定める「中学卒」の区分に属する学歴免許等の
資格を取得した時以後のものとする。 

   ５ 別表第２の一般職基本給表（二）級別資格基準表の備考第１項第１号に掲げる者のうち、新たに
職員となった者でその職務の級を１級に決定された「高校卒」の区分に属する学歴免許等の資格を
有する者に対する第１０条の規定の適用については、１級 29 号給が、この表の初任給欄の号給と
して定められているものとして取り扱うことができる。 



   ６ 前項の規定の適用を受けた職員については、第１２条の規定は適用しないものとし、これらの職
員に第１３条第１項の規定を適用する場合には、同項中「５年を超える経験年数」とあるのは「２
年を超える経験年数」と、同項第４号中「経験年数」とあるのは「経験年数から３年を減じた経験
年数」とする。 

   ７ この表の学歴免許等欄の学歴免許等の区分の適用については、職員の有する最も新しい学歴免
許等の資格によるものとする。 

 
   （3）教育職基本給表（一）初任給基準表 

 
職   種 

 
学 歴 免 許 等 

 
初 任 給 

 
 
 
 
 

助教及び助手 
 
 
 
 

 
博士課程修了(大学６卒後
のものに限る。) 

 
    ２級３７号給 
 

 
博士課程修了 

 
    ２級３１号給 

 
修士課程修了 
大学６卒 

 
    ２級１３号給 
 

 
大学卒 

 
    ２級 １号給 

 
 
 
 
 
  教 務 職 員 
 
 
 
 
 
 

 
博士課程修了(大学６卒後
のものに限る。) 

 
    １級４９号給 
 

 
博士課程修了 

 
    １級４３号給 

 
修士課程修了 
大学６卒 

 
    １級２５号給 
 

 
大学卒 

 
    １級１３号給 

 
短大卒 

 
    １級 １号給 

 
   （4）教育職基本給表（二）初任給基準表 

 
職   種 

 
学 歴 免 許 等 

 
初 任 給 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
    教       諭 
  養 護 教 諭 
    栄 養 教 諭 
 
 

 
博士課程修了 

 
    ２級３１号給 

 
修士課程修了 

 
    ２級１３号給 

 
大学卒 

 
    ２級 １号給 

 
短大卒 

 
    １級１１号給 

 備考 
 この表の適用を受ける職員に第１３条第１項の規定を適用する場合における当該職員の経験年数
は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める年数とする。 
一 次号に掲げる者以外の者 別表第２の教育職基本給表(二)級別資格基準表の備考第１項の表の基
礎学歴の区分に属する学歴免許等資格を取得したとき以後の経験年数から、当該基礎学歴の区分に
ついての修学年数調整表に定める修学年数とその者の有する学歴免許等の資格の属する区分につい
ての同表に定める修学年数との差の年数を減じた年数(その者の有する学歴免許等の資格が学歴免
許等資格区分表の１の四に該当する場合にあっては、その年数に６月を加えた年数) 

二 この表のその者に適用される学歴免許等欄の学歴免許等の区分に対して修学年数調整表に加える
年数が定められている学歴免許等の資格を有する者で第１２条第１項の規定の適用を受けないもの 



前号に定める年数に当該加える年数を加えた年数 
 
 
   （5）教育職基本給表（三）初任給基準表 

 
職   種 

 
学 歴 免 許 等 

 
初 任 給 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
     
    教       諭 
  養 護 教 諭 
    栄 養 教 諭 
 
 

 
博士課程修了 

 
    ２級４３号給 

 
修士課程修了 

 
    ２級２５号給 

 
大学卒 

 
    ２級１３号給 

 
短大卒 

 
    ２級 ３号給 

備考 
 この表の適用を受ける職員に第１３条第１項の規定を適用する場合における当該職員の経験年数
については、教育職俸給表(二)初任給基準表の備考の規定を準用する。 
 
 
 

   （6）医療職基本給表（一）初任給基準表 

   
   
   
   
   
 
 
   
   
   
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
職   種 

 
学 歴 免 許 等 

 
初 任 給 

 
 

薬剤師 
 

 
大学６卒 

 
２級15号給 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
 

栄養士 
 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
短大卒 

 
１級11号給 

 
 

診療放射線技師 
 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
 

臨床検査技師 
 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
 

臨床工学技士 
 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
理学療法士 
作業療法士 

 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
 

視能訓練士 
 

 
大学卒 

 
２級１号給 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
 

言語聴覚士 

 
大学卒 

 
２級１号給 

  



  短大３卒 １級17号給 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

消化器内視鏡技師 
 

 
         大学卒 

 
       ２級１号給 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
 

歯科衛生士 
 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
短大卒 

 
１級11号給 

 
高校専攻科卒 

 
１級7号給 

 
 

歯科技工士 
 

 
短大３卒 

 
１級17号給 

 
短大２卒 

 
１級11号給 

 
その他 

 

 
高校卒 

 

 
１級１号給 

 

 備考 
１ 別表第２の医療職基本給表（一）級別資格基準表の備考に規定する職員に第１３条第１項の規定
を適用する場合における当該職員の経験年数については、同表の備考の規定を準用する。 

 
   （7）医療職基本給表（二）初任給基準表                                          
     
     
     
     
     
     
   

 
職    種 

 
学 歴 免 許 等 

 
初  任  給 

 
 

助  産  師 
 

 
大学卒 

 
２級11号給 

 
短大３卒 

 
２級５号給 

 
 

看  護  師 
 

 
短大３卒 

 
２級５号給 

 
短大２卒 

 
２級１号給 

 
准 看 護 師 

 
准看護師養成所 

 
１級１号給 

 備考 
１ この表の「准看護師養成所卒」については、それぞれ別表第２の医療職基本給表（二）の備考第１
項及び第２項に定めるところによる。 

２ この表の適用を受ける職員に第１３条第１項の規定を適用する場合における当該職員の経験年数
については、別表第２の医療職基本給表（二）級別資格基準表の備考第２項の規定を準用する。 

  ３ 准看護師の業務に３年以上従事したことにより保健師助産師看護師法第２１条第３号の規定に該
当した者で助産師又は看護師となったものに対するこの表の適用については、学歴免許等欄の学歴  
免許等の区分に対応する初任給欄の号給を、それぞれ「大学卒」にあっては２級 15 号給、「短大卒」  
にあっては２級９号給とする。 


